
４　かながわ男女共同参画推進プラン（第５次）の2024(令和６)年度事業実績

自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性

福祉
子ど
もみ
らい
局

2 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画を
促進するための
人材育成

政策の立案・方針決定の
場への女性の参画を促進
するため、女性の政策立案
能力の向上等を支援する
講座を実施する。

・女性のための社会参画セミナー
「かなテラスカレッジ」の実施
・春期講座（５日間/26名（全日24
名、各日2名））
・オンライン講座（２日間/32名（全
日32名））
・秋期講座（５日間/29名（全日29
名））
・フォローアップ講座（１日/22名）
・キャリアカウンセリング年１回（２日
間/13名）

受講者に対して実施している社
会参画状況調査の回答者のう
ち、今後の委員・議員への就任
意欲について、37.9％が「意
欲・興味あり」としており、女性
の様々な意思決定の場への参
画や社会参画活動の意欲を後
押しすることができた。

引き続き受講者アンケートの
意見を活かした事業を展開す
る。

3 9 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

社会参画状況調
査

かながわ男女共同参画セ
ンターで実施した、社会参
画セミナー「かなテラスカ
レッジ」（平成26年度まで
「江の島塾」）の受講者を対
象に、事業の効果及び受
講者の社会参画状況を把
握し、今後の事業企画に役
立てる。

・社会参画状況調査の実施
基準日毎年12月1日
調査人数164名、有効回収数66名

・かなテラス カレッジの事業効
果及び受講者の社会参画状況
を把握し、結果を踏まえた事業
展開を行うことができた。
・回答者のうち、現在、何らかの
社会参画活動に参加した人の
割合は、令和５年度63.6%
（35名）、令和６年度51.5％
（34名）と、前年度をやや下回
る結果であった。

かなテラスカレッジの今後の
事業企画に役立てるため、引
き続き実施する。

5 政策
局

市町村
課

性別によらない
職員交流の実施

女性の職域を拡大し、人材
育成を図るため、市町村と
協力しながら性別によらな
い交流職員の選定を図る
ことにより、市町村との職
員交流を実施する。

市町村に対して「性別によらない職
員交流」への協力を呼びかけ

当該趣旨の共有を図ることがで
きた。

引き続き協力を呼びかけてい
く。

6 総務
局

人事課 県職員の育児休
業復業者支援研
修

出産・育児というキャリアの
大きな節目にある職員が、
自らのキャリアプランにつ
いて考え、県職員として復
業後に前向きにキャリアを
歩むための気づきの機会と
する。

育児休業復業者支援研修の開催
（２回実施）

研修を年間計画どおり実施し、
育児休業復業者等の円滑な職
務復帰に向けた支援を行った。

引き続き、育児休業復業者及
び育児休業の取得を検討し
ている職員等向けの研修を
実施する。

①政治・行政分野における政策・方針決定過程への女性の参画

事業の内容

①県議会議員選挙における男女別
候補者数等について、情報提供し
た。
また、政治分野における男女共同参
画の状況の「見える化」の取組とし
て県のホームページを作成し、神奈
川県の状況を公開した。
②クオータ制について、調査研究報
告書（平成27・28年度）のホーム
ページ掲載及びかなテラスの資料・
交流コーナーへの配架による情報
提供を実施した。

1 ①共生
推進本
部室
②かな
がわ男
女共同
参画セ
ンター

議会における女
性参画への理解
促進

政治分野における女性の
参画を促進するため、「見
える化」等により、地方議
会における女性参画の意
義について理解を促進す
る。議員活動と家庭生活と
の両立支援やハラスメント
防止など、県議会の議員活
動に係る環境整備につい
て議会局へ要請する。

②クオータ制について、調査研
究報告書（平成27・28年度）の
ホームページ掲載及びかなテラ
スの資料・交流コーナーへの配
架による情報提供を実施した。

①今後、情報の追加等を検討
していく。
②理解促進のため、引き続き
ホームページ掲載等による情
報提供を実施する。

番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

重点目標１　あらゆる分野における男女共同参画
施策の基本方向１　政策・方針決定過程における女性の参画

4 23 総務
局

人事課 県女性職員の職
域拡大と管理職
への登用推進

次世代育成支援対策推進法及び女
性の職業生活における活躍の推進
に関する法律に基づく特定事業主
（神奈川県）行動計画策定・推進委
員会議の開催

目標の達成に向け、引き続き成
績主義の原則を踏まえた上で、
日頃の業務の中で発揮してきた
能力や実績、幹部職員としての
適性や意欲等を適切に評価し、
幹部職員への女性職員の登用
拡大に努めてきた。

女性職員のキャリア開発の視
点に立った人事異動等を行
い、中堅職員の育成を図るな
ど、将来の幹部職員の候補と
なる女性職員の人材プール
の形成に引き続き取り組む。

8 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画を
促進するための
人材育成

②民間における政策・方針決定過程への女性の参画

引き続き、40%未満の審議
会等については、対面等によ
る事前協議を行い、女性登用
に努める。

令和３年４月に改定した
「次世代育成支援・女性活
躍推進に関する職員行動
計画」では、管理職に占め
る女性の割合の目標値を
令和７年度を目途に25％
にするとしている。「次世代
育成支援・女性活躍推進
に関する職員行動計画」を
踏まえ、能力等に応じた登
用、中間層の育成（女性の
人材プールの形成）に取り
組む。また、女性幹部職員
等のロールモデルの紹介、
「次世代育成支援対策推
進法及び女性の職業生活
における活躍の推進に関
する法律に基づく特定事
業主（神奈川県）行動計画
策定・推進委員会議」の開
催などにより、職域拡大や
管理職の登用に向けた意
識の醸成を図る。

7 216 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

審議会等委員へ
の女性の参画推
進

男女の意見を政策形成の
場へ反映させるため、審議
会等の委員を男女の均衡
がとれた構成とすることを
目指し、第11次「審議会等
の女性委員の登用計画」に
基づき、審議会等委員への
女性の登用を推進する。

第11次「審議会等の女性委員
の登用計画」に基づき、審議会
等委員への女性の登用を推進
した。
2024(R6)年度実績は
44.4%と前年の42.2%より
2.2ポイント上昇した。
個々の審議会等によって、女性
登用が難しい理由が異なって
いるため、それを考慮しつつ推
進していくことが課題である。

・審議会等における女性登用の実
態調査を実施した。
・40％達成見込みのない審議会等
について、改選前に対面等による事
前協議を行った。(令和６年度17回
実施)
・令和７年１月より、女性委員登用が
後戻りすることがないよう、改選期
を迎えるすべての審議会等につい
て、事前協議として注意喚起の通知
（書面による事前協議）を発布する
こととした。

係長・主任・サブリーダー
相当職の女性を対象に、管
理職の役割や心構え、マネ
ジメントスキルなどを学ぶ
セミナーを実施するほか、
女性を部下に持つ管理職
を対象に、女性活躍推進を
阻害する「アンコンシャス・
バイアス（無意識の思い込
み）」等について学び、部下
の力を引き出す効果的な
働きかけ方を習得するセミ
ナーを実施する。

・女性管理職育成セミナーの実施（１
回３日間/１・３日目対面、２日目オン
ライン/33名）
・性別を問わず「女性を部下に持つ
管理職」向けセミナーに改変して実
施（1回/18名）

参加者アンケートの結果・意見
は良好であるため、申込者数の
増加につなげることができるよ
う周知広報に取り組む。

アンケート結果も良好である
ため、引き続き参加者アン
ケートの意見を活かした事業
を展開する。

25



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

9 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

社会参画状況調
査

10 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画実
践事業

13 42 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女性のための初
期キャリア形成
支援セミナー

総就業年数３～７年程度の
女性を対象に、自らが望む
形での就業継続やキャリア
アップに繋げるためのセミ
ナーを実施することで、自
身のキャリアプランを考え
る機会を提供し、初期キャ
リアの形成を支援する。

女性のための初期キャリア形成支
援セミナーの実施（セミナー１回/17
名、キャリアカウンセリング１回/14
名）

・初期キャリア期の女性に対し、
自身のキャリアについて考える
機会を設け、キャリアアップに繋
げるための支援を行った。
・参加者アンケートの結果・意見
は良好であるため、申込者数の
増加につなげることができるよ
う周知広報に取り組む。

アンケート結果も良好である
ため、引き続き参加者アン
ケートの意見を活かした事業
を展開する。

14 69 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

女性活躍推進法
による認定取得
業者への加点

女性活躍推進法に基づく
認定（えるぼし認定、プラチ
ナえるぼし認定）に関する
基準に適合する一般事業
主に対して、県の競争入札
参加資格者認定において
加点評価を行う。

女性活躍推進法第24条における女
性活躍に積極的に取り組む企業に
対するインセンティブ付与のため、
神奈川県競争入札参加資格の認定
（「建設工事業」及び「一般委託・物
品」）において、「女性活躍推進法に
よる認定（えるぼし認定、プラチナえ
るぼし認定）」を取得した業者に対し
て、加点評価を行った。

女性活躍に積極的に取り組む
企業に対し、インセンティブを付
与した。

引き続き、インセンティブ付与
のため、加点評価を行ってい
く。

15 教育
局

県立図
書館

生涯学習情報の
提供

県内の生涯学習の推進に
役立つ学びの情報を収集・
提供することで、県民の生
涯を通じた主体的な学習
活動を支援する。

神奈川県生涯学習情報サイト「学び
styleかながわ」を通じて学びの情
報の収集・提供とともに、多様なス
タイルでの学びを紹介・提供するこ
とにより、県内の生涯学習の推進を
図った。

県民の学びへの意欲の喚起や
後押しに資するコンテンツの充
実を図り、提供できた。
期待されるサイトとして継続して
いくためには、定期的なブラッ
シュアップが必要である。

生涯学習情報の提供に加え、
著名人へのインタビュー記事
や生涯学習相談デスクのコラ
ム等を掲載するなど、多様な
コンテンツを通して、生涯学
習の推進を図っていく。

16 再掲 政策
局

ＮＰＯ
協働推
進課

NPO活動への支
援や情報提供

17 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女子学生等の理
工系分野選択に
向けた情報提供

女性の進出が少ない理工
系の分野において、本人の
適性と意欲を生かした広い
可能性の中で進路選択が
できるよう、ホームページ
等での情報提供を行う。

・かながわ男女共同参画支援サイト
に、国等の理工系女性に関するロー
ルモデル情報等のリンクを貼ること
による情報提供を実施した。
・ホームページ上でジェンダー平等
×ミライガイダンスの実施状況につ
いて情報提供した。

理工系女性に関するロールモデ
ル情報等の情報提供やジェン
ダー平等×ミライガイダンスの
実施状況の公開を行った。

引き続き女子学生等の理工
系分野選択に向けた情報提
供を行う。

12

引き続き、登録メンバーの募
集を行うとともに、女性活躍、
ダイバーシティ＆インクルー
ジョン推進に向けて、異業種
間での「取組の共有」や「実践
的な議論の場」の提供、若い
世代への取組を実施する。

産業
労働
局

雇用労
政課

神奈川なでしこ
ブランド事業

・「神奈川なでしこブランド」認定件
数：10件
・「なでしこの芽」認定件数：1件

SNS等を活用した広報を実施
することで、「神奈川なでしこブ
ランド」応募件数が増加したが、
引き続き神奈川なでしこブラン
ドの認知度向上を図る必要が
ある。

神奈川なでしこブランドの認
定は令和６年度をもって終了
したが、なでしこブランドの認
知度向上に向けて引き続き広
報を行っていく。

10
57
16
6

211

福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画実
践事業

11

（再掲　№３）

（再掲　№11）

施策の基本方向２　あらゆる分野における男女共同参画
①女性の活躍の推進

神奈川県内に拠点を持つ
事業所や団体から、女性が
開発に貢献した商品（モノ･
サービス）を募集し、この中
から優れたものを「神奈川
なでしこブランド」として認
定・広報することで、女性
の登用の具体的な効果を
わかりやすく周知し、 企業
における女性の活躍等を
推進する。併せて、女性か
ら、商品に関するアイデア
を募集し、この中から優れ
たものを「なでしこの芽」と
して認定する事業を実施
する。

女性活躍に加えて、ジェン
ダー平等をはじめとするダ
イバーシティ＆インクルー
ジョンに取り組み、性別に
関わらず、すべての人が働
きやすくなるよう推進して
いく組織である「Ｄ＆Ｉかな
がわメンバーズ」において、
新規メンバーの募集や、メ
ンバー企業・団体の実務責
任者が参加し、先進的な取
組事例の共有や課題解決
に向けた意見交換を行うメ
ンバーズ会議の開催、啓発
講座への講師派遣、子ども
ミライ教室、ロゴマークの
公募・作成など、異業種間
での「取組の共有」や「実践
的な議論の場」の提供、若
い世代への取組等を実施
する。

・新たな登録メンバーの募集を
行い、16企業・団体の会員を集
めることができた。
・メンバーズ会議の開催により、
「男性の育児休業取得促進」、
「女性管理職の登用・育成」に関
する具体的な取組について、事
例発表や意見交換を行い、理
解を深めるとともに、メンバー間
の情報共有ができた。
・啓発講座や子どもミライ教室
を開催し、高校・中学校・小学校
高学年の児童・生徒へ性別にと
らわれない生き方や働き方を考
える機会を提供できた。

（再掲　№207）

②女性の参画が進んでいない分野への女性の参画支援

・Ｄ＆Ｉかながわメンバーズの登録の
推進（71企業・団体（令和７年３月
31日時点））
・Ｄ＆Ｉかながわメンバーズ会議の開
催（２回/延べ56企業・団体（75
名））
・啓発講座等の実施（４回/1,295
名）
・子どもミライ教室の実施（１回/児
童・生徒９名、保護者８名）
・ロゴマークの公募・作成（応募作品
18点）
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

19 43 産業
労働
局

産業人
材課

IT人材の育成強
化

将来の産業人材のために
求められる専門人材やデ
ジタル技術を利活用できる
人材等の戦略的な育成を
図る。

職業訓練の実施
受講者数
・専門課程訓練：1コース　65人
・普通課程訓練：2コース　64人
・在職者訓練：35コース　245人
・在職者専門高度訓練：19コース
154人

IT専門人材やデジタル技術を
利活用できる人材等の戦略的
な育成を行った。

・専門課程訓練：１コース　80
人
・普通課程訓練：2コース　90
人
・在職者訓練：16コース　80
人
・在職者専門高度訓練：15
コース　160人

20 環境
農政
局

環境課 環境分野におけ
る男女共同参画
の推進

環境・エネルギー等に関し
て、県内の企業、NPO法
人などの方を講師として小
学校、中学校等に派遣し、
体験型授業を行うなど、多
様な主体と協働・連携して
将来の環境の保全・創造を
担う人材を育成する。

・実施校　125校
・受講人数　7936人

性別に関わらず環境の保全・創
造を担う人材の育成が図られて
いる。

今後も現在の形で継続して
取り組んでいく。

21 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等におけるラ
イフキャリア教育
の支援

22 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同参画教
育の推進

23 再掲 総務
局

人事課 県女性職員の職
域拡大と管理職
への登用推進

24 再掲 くらし
安全
防災
局

消防保
安課

女性消防団員の
加入促進

25 再掲 くらし
安全
防災
局

消防学
校

消防分野に関わ
る女性人材の養
成

26 再掲 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポート
セン
ター

災害救援ボラン
ティア支援人材の
養成

農業委員及び農業協同組
合の役員等への女性の登
用を促進する。

①農業協同組合への女性登用促進
について関係機関へ周知
＜実績＞総合農協の役員415名の
うち女性66名
②農業委員への女性登用促進につ
いて(公社）神奈川県農業会議を通
じ市町村に働き掛けた。
<実績>農業委員384名のうち女
性47名

①第５次男女共同参画基本計
画の数値目標として、令和７年
度までに女性役員の占める割
合を15％としており、昨年度の
14.1％から16％に増加し目標
を達成することができた。
②令和６年度は、令和５年度
（農業委員388名のうち女性
48名）の登用数を下回った。

28 環境
農政
局

農業振
興課

女性の農業進出
促進支援

27 環境
農政
局

①農政
課
②農地
課

地域農業に関す
る方針等への女
性の参画促進

①県が役員選任に干渉する
ことはできないが、数値目標
達成に向けた取組状況を今
後もヒアリング等で確認し、
更なる女性登用に向けて促し
ていく。
②農業委員会は、各市町村
が設置する独立行政委員会
であるため、県が人事の内容
に干渉することはできないこ
とから、農業委員会に対する
支援を業務とする（公社）神
奈川県農業会議を通じ女性
農業委員の登用促進を図っ
ていく。

女性の力を発揮して農業
経営を改善・発展させるた
め、女性農業者の経営発
展に資する研修や女性の
新規就農を促進する体験
セミナー等を実施するとと
もに、女性農業者の活動に
対する認知度の向上を図
るためのHP運営を行う。ま
た、女性のアイデアを活か
した新商品開発等に必要
な経費に対して補助する。

・女性農業者の経営発展支援研修
会の実施（受講生20名）
・経営発展に必要な経費を補助する
ステップアップ支援事業の実施（11
件）
・女性農業者支援のためのHP運営
・就農に興味がある女性に対して農
業を体験できるセミナーの実施（参
加者10名）
・就農に興味がある女性に対して農
家を巡る視察バスツアーの実施（参
加者17名）

（再掲　№176）

③農業や商工業分野における女性の参画支援

（再掲　№160）

（再掲　№159）

（再掲　№158）

（再掲　№４）

（再掲　№172）

18 女性技術者・研究者や
男性の育休取得経験者
など、今までロールモデ
ルの少なかった「自分ら
しい生き方や働き方」を
している講師をＮＰＯ法
人日本女性技術者科学
者ネットワーク
（JNWES）とＤ＆Ｉかな
がわメンバーズ企業・団
体等から学校等へ派遣
することで、性別に関わ
らず、自分らしい生き方
や働き方を考える機会
を提供するとともに、女
子生徒の理工系志望
（理工系進学・就労、研
究職技術職系進学・就
労）を促進・支援する出
前講座を実施する。

福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

ジェンダー平等
×ミライガイダン
ス

進路説明会等を活用した出前講座
の実施（４回/1,295名）

参加者アンケ―トの結果は、理
工系分野に対する考え方が「変
わった」という回答のうち、理工
系に対する印象が良くなった
57.6％、興味を持った50.4％
の回答があるなど、理工系志望
を促進・支援することができた。
また、「理工系」を前面に押し出
した講座名から「ジェンダー平
等×ミライガイダンス」へ変更
し、性別に関わらず自分らしい
生き方や働き方を考える機会を
提供するとともに、女子生徒の
理工系志望を促進・支援する事
業としてリニューアルした結果、
申込希望数の増加に繋がった。

引き続き女子生徒の理工系
志望の促進・支援及び性別に
関わらず自分らしい生き方や
働き方を考える機会の提供を
行う。

体験セミナーやバスツアーを実
施し、女性の就農促進・経営参
画を図るとともに、女性農業者
の経営発展支援研修会では開
催場所を工夫して行い、女性農
業者の人材育成・確保すること
ができた。
また、県内で活躍している女性
農業者の紹介、女性農業者向
け研修などのイベント情報や農
業者団体の活動内容について
HPで情報発信を行い、イメー
ジアップを図ることができた。

引き続き、セミナーやツアーの
実施による女性の新規就農
の促進や、研修の開催やホー
ムページの更新により女性農
業者の経営参画・人材育成及
びイメージアップを図る。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

29 産業
労働
局

中小企
業支援
課

商工業に携わる
女性の活動への
支援

商工業に携わる女性の資
質の向上や、地域の振興
発展を図るために、県商工
会女性部連合会及び県商
工会議所女性会連合会が
行う各種研修会などの広
域的な取組に対して助成
することにより、商工業に
携わる女性の自主的な事
業活動を支援する。

県商工会女性部連合会及び県商工
会議所女性会連合会の活動に対す
る助成
・研修会・講習会等の開催
・県商工会女性部連合会による主
張発表大会
・県商工会議所女性会連合会によ
る会員大会

商工会女性部連合会及び商工
会議所女性会連合会が実施す
る研修会や講習会等の事業に
対し補助を行ったことで、商工
業に携わる女性の資質向上、地
域の振興発展を支援した。

引き続き各連合会への補助
を行い、商工業に携わる女性
の事業活動を支援する。

30 70 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男性の家事・育
児の促進

男性従業員を主な対象と
して、企業や団体の職場研
修へ講師を派遣し、ジェン
ダーバイアス（性別役割分
担意識）の解消、男性の家
事・育児参画に向けた職場
の理解促進・意識改革を図
る事業を実施する。

ジェンダーバイアス（性別役割分担
意識）の解消、男性の家事・育児参
画に向けた県内事業所における職
場研修への講師派遣（５回/190名）

職場におけるジェンダー平等、
男性の家事・育児参画に取り組
む企業・団体の職場研修の実
施を支援することができた。

県内事業所におけるジェン
ダーバイアス（性別役割分担
意識）の解消、男性の家事・
育児参画に向けた職場の理
解促進・意識改革を図るた
め、引き続き事業を実施す
る。

31 71 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

企業等の経営層
に向けた意識改
革・行動変革セミ
ナー

企業等の経営層向けに、ダ
イバーシティや女性活躍の
意義や重要性を伝えるとと
もに、社員の効率的な働き
方を促進する業務改善方
法などのセミナーを実施
し、男性の家庭参画のため
の重要ポイントとなる「職場
における意識改革・行動変
革」を促進する。

経営層向けダイバーシティ推進セミ
ナーの実施（セミナー１回/９名）

参加者アンケートの結果・意見
は良好であるため、申込者数の
増加につなげることができるよ
う周知広報に取り組む。

アンケート結果は良好である
ため、申込者数の増加に取り
組むとともに、参加者アン
ケートの意見を活かした事業
を展開する。

32 72 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

男性の育児参画
の推進

父親の子育てに関する普
及啓発や情報提供等の支
援など、男性の育児参画を
推進する。

・かながわパパ応援ウェブサイト「パ
パノミカタ」（かながわ版父子手帳）
内で、家族でいくお出かけ情報等の
情報発信を行った（情報提供数　６
回）
・県内の父親を集めて、オンラインイ
ベントを1回実施し、49名の参加が
あり、子育てにおけるルールや工夫
などをテーマに父親同士の交流を
図った。

R6実施のイベントでは、父親の
子育てにおける悩みについて、
積極的な意見交換をすることが
できた。

「パパのミカタ」のサイトにつ
いてンテンツの種類を充実さ
せる等情報の更新を図る。

33 産業
労働
局

雇用労
政課

女性就業支援事
業

就職・再就職など、就業を
希望する女性に対し、一人
ひとりのニーズに合わせた
相談、カウンセリング等の
就業支援を実施する。

・キャリアカウンセリング　相談件
数：1,057件
・女性労働相談　相談件数：82件
・女性弁護士相談　相談件数：44件
・キャリア・ワークショップ
実施回数２回、参加者55人
・女性のためのwebセミナー
実施回数３回、参加者延べ46人
・就職面接用スーツの貸出事業　貸
出件数：９件

令和５年度と比較してキャリア
カウンセリング利用者が増加
し、利用満足度も高い状態を維
持できている。引き続き相談者
に寄り添った相談体制、支援の
充実を図る必要がある。

雇用情勢や利用者のニーズ
を把握しながら、引き続き、女
性の就業を支援する。

34 66 産業
労働
局

雇用労
政課

仕事と生活の両
立の推進

仕事と育児の両立に悩む
女性の負担を軽減し、女性
の就業継続を支援する。

・仕事と育児の両立応援カウンセリ
ング　参加者数 83人
・両立応援セミナー
実施回数２回、参加者数43人

仕事と育児の両立応援カウンセ
リング後のアンケートでは、９割
が「カウンセリングを受けて気持
ちが軽くなった」と回答した。
両立応援セミナー後のアンケー
トでは、参加者全員が参考に
なったと回答しており、参加者
の満足度が高く、実施目的に適
う評価が得られた。

今後も継続して事業を実施し
ていく。

36 福祉
子ど
もみ
らい
局

青少年
課

かながわ若者サ
ポートステーショ
ン事業

地域若者サポートステー
ションを設置・運営すること
により、ニート等の若者の
職業的自立に向け各人の
置かれた状況に応じて個
別・継続的に包括的な支援
を行う。

【県西・県央実績】
相談件数：3,86７件
新規登録者：248人
進路決定者：219人
就職者数：120人
講座実施回数：503回

相談や講座を通して若年無業
者等を支援し、計120人（就職
率48.4％）が就職することがで
きた。

若者の職業的自立に向け、相
談支援や講座実施等を継続
して行う。

37 産業
労働
局

中小企
業支援
課

創業支援 公益財団法人神奈川産業
振興センター(KIP)を通じ
て、創業に関するセミナー
を開催し、女性を含む創業
希望者を支援する。

公益財団法人神奈川産業振興セン
ターが実施する中小企業支援事業
に要する経費に対する補助
・創業に関心のある方（女性を含
む）を対象とした、セミナー等の開催
（年１１回、参加者358人）

感心のある層に創業のノウハウ
や事例を伝えることで、県内で
の創業者の発掘・育成につな
がった。

引き続き県内での創業者の
発掘・育成を行う。

38 産業
労働
局

産業振
興課

起業支援 県内３箇所の起業支援拠
点において、起業関心層等
に対して、起業に向けた相
談や先輩起業家との交流
の機会を提供するほか、有
望な起業準備者に対して
伴走型集中支援を行う。

有望起業準備者の集中支援
　鎌倉：10名支援
　県央：18名〃
　県西：９名〃
事業化着手件数
　鎌倉：８名事業化着手
　県央：12名〃
　県西：６名〃

県内各地域の拠点において支
援を実施したことにより、26件
の事業化着手に結び付く等、ベ
ンチャー企業の創出促進につな
がった。

引き続き、各地域において、
ベンチャー企業の創出促進を
図っていく。

かながわ若者就職支援センターに
おける39歳以下の方を対象とした
相談等の実施。
・キャリアカウンセリング（延べ利用
者数6,278人）
・保護者向けセミナー（２回実施、受
講者延べ15人）
・多目的ルームを活用したグループ
ワーク（194回実施、参加者延べ
511人）
・職場体験（参加者数14人）
・就職情報･職業訓練情報の提供
・職業適性診断　など

施策の基本方向３　家庭・地域活動への男性の参画
①男性の家庭・地域活動への参画促進

35 産業
労働
局

雇用労
政課

若者の就職支援 正社員を希望しながらや
むを得ず非正規雇用と
なっている若者や、現在無
職の若者等を対象に、就業
を支援する。

利用満足度は高い状態を維持
できているが、令和５年度と比
較してキャリアカウンセリング利
用者が減少しているため、引き
続き求職者に寄り添った相談体
制、支援の充実を図る必要があ
る。

雇用情勢や利用者のニーズ
を把握しながら、引き続き、若
者の就業を支援する。

重点目標２　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現
施策の基本方向１　職業生活における活躍支援
①女性の就業支援
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

40 154 産業
労働
局

産業人
材課

職業人生の長期
化・多様化を見
据えたキャリア形
成支援

職業人生の長期化、多様
化を見据えた労働者の主
体的なキャリア形成を支援
するため、キャリアコンサル
ティングを推進するととも
にジョブ・カードを活用す
る。あわせて、在職者訓練
等を活用して、労働者の職
業能力開発のために行う
学び直しを支援する。

ジョブ・カードを活用したキャリア・コ
ンサルティング実施結果
・延べ時間　1,776時間
・延べ人数　6,530人
・ジョブ・カード　576件
職業訓練の実施
受講者数
・在職者訓練：412コース　2,750
人
・在職者専門高度訓練：90コース
853人

職業人生の長期化、多様化を
見据えた労働者の主体的なキャ
リア形成を支援するため、キャリ
アコンサルティングを推進する
とともにジョブ・カードを活用し
た。あわせて、在職者訓練等を
活用して、労働者の職業能力開
発のために行う学び直しを支援
した。

・在職者訓練：411コース
4,285人
・在職者専門高度訓練： 89
コース　1,300人

42 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女性のための初
期キャリア形成支
援セミナー

43 再掲 産業
労働
局

産業人
材課

IT人材の育成強
化

44 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家庭等へ
の就業支援の充
実

45 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい者の就労
移行支援・ 就労
継続支援

46 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障害者就業・生活
支援センター事業

47 再掲 産業
労働
局

①雇用
労政課
②産業
人材課

障がい者の雇用
促進施策

48 再掲 産業
労働
局

雇用労
政課

外国人労働相談
の実施

49 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

生活援
護課

生活困窮者自立
支援事業

求職中の中高年齢者、定
年退職前後の方を対象に、
多様な働き方の支援を実
施する。

令和５年度と比較してキャリア
カウンセリング利用者は増加
し、利用満足度は高い状態を維
持できている。一方、企業と求
職者のミスマッチ等により、就
職に至っていない求職者は依
然として存在するため、引き続
き求職者に寄り添った相談体
制、支援の充実を図る必要があ
る。

雇用情勢や利用者のニーズ
を把握しながら、引き続き、中
高年齢者の就業を支援する。

（再掲　№109）

（再掲　№108）

（再掲　№91）

（再掲　№19）

（再掲　№13）

シニア・ジョブスタイル・かながわに
おける40歳以上の方を対象とした
相談等の実施
・キャリアカウンセリング（総合相談）
（延べ利用者数6,869人）
・専門相談（創業、年金税金など）
（相談件数：126件）
・再就職支援セミナー（30回実施、
受講者延べ852人）
・適性診断
・地域出張相談　など
シルバー人材センター等の育成

（再掲　№123）

（再掲　№119）

（再掲　№110）

10
7
15
6

産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢者の就
業支援

各県立総合職業技術校及び産
業技術短期大学校において、新
たに職業に就く者等を対象とし
た、普通課程の普通職業訓練、
専門課程の高度職業訓練、離
転職者又は在職者を対象とした
短期課程の普通職業訓練、専
門短期課程の高度職業訓練を
実施した。また、育児中の方な
ど、ライフスタイルに合わせた多
様な求職ニーズに応えるため、
民間教育訓練機関等の専門性
を生かした訓練を実施した。

募集定員（Ｒ7）
・専門課程訓練：５コース
200人
・普通課程訓練：14コース
312人
・短期課程訓練：17コース
710人
・在職者訓練：411コース
4,285人
・在職者専門高度訓練： 89
コース　1,300人
・委託訓練：131コース2299
人

多様な能力開発
の実施

産業人
材課

産業
労働
局

39

41

各県立総合職業技術校及
び産業技術短期大学校に
おいて、新たに職業に就く
者等を対象とした、普通課
程の普通職業訓練、専門
課程の高度職業訓練、離
転職者又は在職者を対象
とした短期課程の普通職
業訓練、専門短期課程の
高度職業訓練を実施する。
また、育児中の方など、ライ
フスタイルに合わせた多様
な求職ニーズに応えるた
め、民間教育訓練機関等
の専門性を生かした訓練
を実施する。
例えば、産業構造のサービ
ス経済化や技術革新の進
展を見据え、デジタル分野
の職業訓練を実施する他、
人手不足となっている介護
分野や、本県の産業を支え
るものづくり分野の職業訓
練を実施する。

職業訓練の実施
入校者数（R6）
・専門課程訓練：５コース　100人
・普通課程訓練：14コース　191人
・短期課程訓練：17コース　499人
・在職者訓練：412コース　2,750
人
・在職者専門高度訓練：90コース
853人
・委託訓練：100コース　1,113人
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

51 産業
労働
局

雇用労
政課

マタハラ・パタハ
ラ対策事業

マタニティハラスメント、パ
タニティハラスメント など
により、働きづらくなること
がないよ う、職場環境整
備の推進や、風土の醸成を
図る。

・妊娠期から復職までの労働関係
法規を時系列で記載した企業向け
パンフレットのＨＰ掲載
・働く女性の応援ハンドブックのＨＰ
掲載

企業向けパンフレットや働く女
性のためのハンドブックをＨＰに
掲載することで、マタニティ・ハ
ラスメント、パタニティ・ハラスメ
ントのない職場づくりに向けた
普及啓発を行った。

今後も継続して実施してい
く。

53 219 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

企業の男女共同
参画の取組の促
進（条例届出）

男女共同参画推進条例に
基づき、従業員300人以
上の事業所からの男女共
同参画推進状況の届出集
計を行うことやその集計結
果を事業所へフィードバッ
クを行うことを通じて、企
業の男女共同参画の取組
を促進する。

県条例に基づく県内事業所の届出
制度の実施（届出事業所500件）

・男女共同参画推進状況の届
出の集計及び分析を行い、結
果を公表することで、県内事業
所の男女共同参画の取組状況
を把握することができた。
・届出事業所数が減少傾向にあ
るなど調査数確保にかかる対応
を検討する必要がある。

・引き続き県内事業所におけ
る男女共同参画推進状況の
届出の集計・分析・結果公表
を実施する。
・調査件数確保に向けて取り
組む。

54 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画研
修用教材の提供

55 産業
労働
局

雇用労
政課

パートタイム労働
者等の雇用管理
改善の促進

厳しい労働環境に置かれ
ているパートタイマーをは
じめとする非正規労働者
の労働条件の確保と雇用
管理の改善を図るため、
パートタイム等労働法の普
及啓発を行う。

労働講座において「パート・有期雇
用管理の実務ポイント」等をテーマ
として取り上げ実施

パートタイム労働者をはじめと
する非正規労働者の労働条件
の改善に一定の成果があった。

今後、さらなる改善のため、
継続して実施していく。

56 産業
労働
局

雇用労
政課

高校生等への
ワークルール等
の普及啓発の実
施

高校生等の若い世代を対
象に、労働・雇用に関する
きまり（ワークルール）や、
働くことの意味や社会人と
してのマナーなどに関する
理解を促進するため、普及
啓発を行う。

高校生向け労働資料「知っておこ
う！働くときのルール」の作成、配布
（作成部数：73,000部）

過酷な労働環境による若者の
使い捨てが社会問題となってい
たが、事業を継続してきたこと
で高校生等へのワークルール等
の理解を促進させた。

今後も継続して事業を実施し
ていく。

57 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画実
践事業

58 67 産業
労働
局

雇用労
政課

かながわ働き方
改革（ワーク・ライ
フ・バランス）の
普及・啓発

ワーク・ライフ・バランス（仕
事と生活の調和）により、
企業や家庭、地域を元気に
し、時間、エネルギー、人を
大切にする働き方をめざし
て、企業や県民のワーク・ラ
イフ・バランスの普及啓発
に取り組む。

・政労使一体の働き方改革フォーラ
ム開催による普及啓発
参加者数76人

対面とオンラインのハイブリット
方式により開催し、中小企業に
対してワーク・ライフ・バランスや
働き方改革について普及啓発
を行った。

今後も継続して事業を実施し
ていく。

59 68 産業
労働
局

雇用労
政課

働き方改革促進
事業

柔軟で多様な働き方の選
択肢を広げ、ワーク・ライ
フ・バランスを促進に取り
組む中小企業等を支援す
る。

・テレワークセミナー（オンデマンド
配信含む）
実施回数２回、参加者94名
・テレワーク導入支援に関するアド
バイザー派遣
10社に派遣

事業の性質上、実績値によって
初年度との比較および全体を
通しての結果及び原因等につ
いて記載することはできない。

事務事業の見直しにあたっ
て、令和６年度で廃止

50 産業
労働
局

雇用労
政課

雇用の場におけ
るセクシュアル・
ハラスメント防止
対策

職場における差別やセク
シュアル・ハラスメントを含
む様々な労働問題の解決
を図るため、かながわ労働
センター及び同支所におい
て、職員や弁護士などによ
り労働相談を実施する。

④就業環境の整備
事業の性質上、実績値によって
効果や課題について記載するこ
とはできない。

引き続き今後の需要の変化
に応じて柔軟な相談体制の
整備を検討しつつ、継続して
実施していく

相談事業の実施について
・平成24年に開始したマザーズハ
ローワーク横浜及び27年7月に開
始したマザーズハローワーク相模原
内における女性労働相談を含め、
各種労働相談を実施
・女性労働相談　相談件数：126件
・労働相談における女性からの労働
相談：5,546件
・職場のハラスメント対策講演会
受講者数201人
・セクシュアル・ハラスメント相談　相
談件数：172件

県職員のセク
シュアル・ハラス
メント防止対策

①長時間労働の是正と多様な働き方の促進

セクシュアル・ハラスメント
のない職場づくりのため
に、必要な対策を行う。

①②
総務
局
③④
教育
局

施策の基本方向２　働き方改革と多様なワークスタイルの推進

（再掲　№165）

（再掲　№11）

①人事
課
②職員
厚生課
③教育
局総務
室
④厚生
課

相談員による相談の実施
④厚生課所属ページに相談案内を
掲載し、相談員による相談を適切に
実施している。

②計画期間を通じて相談員に
よる相談を適切に実施してい
る。必要に応じて関係所属と連
絡を取るなどの対応を行ったと
ころ、所属が理解し適切な対応
を取ったことにより、本人から後
日感謝の意を伝えられるなど、
相談による効果があると感じて
いる。
④セクハラで悩む相談者を救済
することで、働きやすい職場環
境の実現につながっている。
相談を躊躇するケースも想定さ
れるため、引き続き、安心して相
談できる窓口であることを教職
員に周知していく必要がある。

①令和2年６月１日付けで改
正したセクシュアル・ハラスメ
ントの防止に関する指針に則
り、取組を進めていく。
②引き続き、セクシュアル・ハ
ラスメントのない職場づくりに
寄与するため、相談事業を実
施する。
③引き続き、職場におけるセ
クシュアルハラスメントの防止
に関する指針に則り取組を進
める。
④セクシュアル・ハラスメント
の防止に関する指針に則り、
引き続き、取組を進めていく。

52
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

60

61 74 総務
局

人事課 時間的制約のあ
る職員への職場
環境の整備

ワーク・ライフ・バランスを
確保し、男性職員の子育て
や介護等への参加促進な
ども進め、時間的制約のあ
る職員が働きやすい環境
の整備を図る。

・時間的制約のある職員が働きやす
い職場環境の整備に向けた、時差
出勤制度の周知等の取組の実施
・職員の柔軟で多様な働き方を推
進するため、在宅等勤務（テレワー
ク）を実施

テレワークや勤務時間制度につ
いて、職員が働きやすい職場環
境の整備に向けた見直しを推
進してきたところ、令和元年度
以降は、新型コロナウイルスの
感染拡大を契機に、こうした取
組が一層推進された。

引き続き、さらなる環境整備
の取組を進める。

62 75 総務
局

行政管
理課

県職員の働き方
改革の推進

全ての職員が「働きやす
さ」「働きがい」を実感し、
職員の笑いあふれる職場
環境をつくることにより、
職員一人ひとりのパフォー
マンスを高め、ワーク・ライ
フ・バランスの実現と県民
サービスの向上を目指す。

・働き方改革取組方針（令和６年度
～令和９年度）に基づく取組を推進
した。
（職場環境の改善（オフィス改革、会
議室確保、空調時間延長、軽装の
通年化、セキュリティゲートの設置
等）、事務事業の見直し、長時間労
働の是正等）
・働き方・行政改革推進本部（５回）
を開催した。

R6実績<取組方針数値目標>
・時間外勤務月80時間越の職
員：88人<目標：ゼロ>
・テレワークを希望どおり実施で
きている職員：51.3％<目標：
50％以上>
・県庁全体で業務改善が進んで
いると感じる職員：50.8％<目
標：70%以上>

・取組方針の数値目標を達成
するため、引き続き、時間外
管理と事務事業の見直し（特
に業務廃止）に取り組む。

65 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

県条例による企
業の子育て支援
の促進

・県条例に基づき、子育て
支援の取組を進める企業
の認証制度に取り組む。
・子ども・子育て支援の取
組を進める事業者を「かな
がわ子育て応援団」として
認証し、認証事業者に対し
て、県の競争入札参加資
格者認定において加点評
価を行う。

従業員のための子ども・子育て支援
を制度化している事業者を県が認
証し、その取組を登録・公表するこ
とにより、仕事と子育ての両立が可
能な職場環境の整備を図った。(R6
年度認証件数…11件）

登録事項の変更が適切に行わ
れていない事業者が多数存在
したため、主に一般事業主行動
計画の期間切れ事業者宛てに
変更届の提出を依頼し、情報更
新を行った。

仕事と子育ての両立が可能
な職場環境の整備を図るた
め、引き続き事業を継続する
とともに、有効な登録内容と
なるように適宜情報の更新を
図る。

66 再掲 産業
労働
局

雇用労
政課

仕事と生活の両
立の推進

67 再掲 産業
労働
局

雇用労
政課

かながわ働き方
改革（ワーク・ライ
フ・バランス）の普
及・啓発

68 再掲 産業
労働
局

雇用労
政課

働き方改革促進
事業

②両立支援のための取組促進

（再掲　№59）

（再掲　№58）

（再掲　№34）

職域からの家庭教育支援
へのアプローチを目的に、
県教育委員会と県内事業
者が協定を締結し、保護者
である従業員の家庭の教
育力向上を支援する。
・事業者は、県教育委員会
作成の家庭教育啓発資料
を従業員に配付するほか、
子ども職場参観等を実施
・県教委は、ホームページ
で事業者名を広報

・県と締結している事業者の取組内
容を紹介する家庭教育通信「の・
ぼ・り・ざ・か」を年１回発行し、家庭
教育に関する情報共有を行った。
・新たに４事業者と協定を締結した。

従業員が安心して家庭教育に
専念できるよう、各協力事業者
の家庭教育の推進に向けた機
運を醸成することができた。

・公式ロゴマークを活用し、県
教委と協力事業者が連携し
て広報を行う。
・家庭教育通信「の・ぼ・り・
ざ・か」の内容を充実させる。

家庭教育協力事
業者連携事業

生涯学
習課

教育
局

21264

①引き続き、さらなる制度利
用促進を図る。
②「企業庁働き方改革取組方
針」に基づき、休暇等を取得
しやすい環境を今後も継続し
て整備する。
③引き続き、数値目標達成に
向け、当該計画に基づく取組
を積極的に進める。

①②③：「次世代育成支援・女性活
躍推進に関する職員行動計画」に
則した知事部局、企業庁及び教育
委員会の取組の実施
①：「働き方改革推進本部」におい
て、長時間労働の是正等に向けた
取組を実施
②：「企業庁働き方改革取組方針」
に基づき、全職員が年間５日以上の
年次休暇を取得し、年次休暇の年
平均取得日数は、令和５年度と同様
15日以上を達成した。

①令和３年に改定した「次世代
育成支援・女性活躍推進に関す
る職員行動計画」に基づき、男
性の育休取得計画書の作成
や、グループリーダー等への休
暇制度に関する研修の実施等
の取組を行った。
②「次世代育成支援・女性活躍
推進に関する職員行動計画」に
基づき、男性の育休等取得支援
計画書の作成や育休に係る業
務執行体制の見直しにより、結
果として男性の育児休業取得
率は向上している。また、「企業
庁働き方改革取組方針」に基づ
き、年次休暇の取得を促進する
ことで、全職員が年間５日以上
の年次休暇を取得し、かつ、年
次休暇の年平均取得日数は平
成30年度以降平均15日程度
を継続して達成した。
③「次世代育成支援・女性活躍
推進に関する職員行動計画」に
おける「男性職員の育児休業取
得率」等の数値目標（令和７年
度）達成に向け、一層の取組促
進が不可欠である。

①庁内向けイクボスポータルに子育
てや介護に関する休暇制度等を掲
載するなど、仕事と家庭を両立しな
がら活躍できる職場環境づくりに取
り組んだほか、局長等の幹部職員
によるイクボス宣言の実施した。
②「かながわイクボス宣言ＰＲ動画」
を県ホームページで公表することに
より県内企業等へのイクボスを周知
するための意識啓発を実施した。

イクボスポータルや全庁掲示板
により、新たに導入した制度や
改正した制度の内容について、
職員全体へ周知することができ
た。

引き続き、仕事と家庭の両立
支援に取り組む。
また、理解促進のため、引き
続きホームページ掲載等によ
る情報提供を実施する。

私生活で育児や介護等を
する部下を応援する上司
（イクボス）の取組を推進す
る。

イクボスの推進①人事
課
②共生
推進本
部室

①総
務局
②福
祉子
ども
みら
い局

63

73 ①総
務局
②企
業局
③教
育局

①人事
課
②企業
局総務
室
③教育
局総務
室

総労働時間の短
縮と育児休業・
介護休暇制度等
の定着

男女が共に家事、育児等
を担い、家庭生活や地域
生活の充実を図れるように
するため、県における労働
時間の短縮を促進するとと
もに、育児休業・介護休
暇・子の看護休暇制度の
定着の促進を図る。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

69 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

女性活躍推進法
による認定取得
業者への加点

70 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男性の家事・育児
の促進

71 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

企業等の経営層
に向けた意識改
革・行動改革セミ
ナー

72 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

男性の育児参画
の推進

73 再掲 ①総
務局
②企
業局
③教
育局

①人事
課
②企業
局総務
室
③教育
局総務
室

総労働時間の短
縮と育児休業・介
護休暇制度等の
定着

74 再掲 総務
局

人事課 時間的制約のあ
る職員への職場
環境の整備

75 再掲 総務
局

行政管
理課

県職員の働き方
改革の推進

77 警察
本部

少年育
成課

ＳＮＳに起因する
子供の性被害防
止のための広報
啓発活動

ＳＮＳ（X：旧Twitter）上に
おける児童の性被害につ
ながるおそれのある不適切
な書き込みに対し、少年育
成課のアカウントから注意
喚起・警告、相談窓口ＵＲＬ
などのメッセージを投稿し、
児童の性犯罪被害等の防
止を図っている。

・児童に対する注意喚起　535件
・誘引者に対する警告　1,467件

ＳＮＳ上に不適切な書き込みを
した児童及び誘引者に対して、
積極的な注意喚起・警告を実施
した。

今後も児童の性犯罪被害等
の防止のため、日々変化する
ネット用語の情報収集に努め
るとともに、早期に不適切な
書き込みを発見し、速やかに
注意喚起・警告を実施する。

78 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

児童に対する性
的虐待防止対策
の推進

児童に対する性的虐待防
止対策を推進する。

・児童に対する性的虐待の被害確
認の実施
・面接者の養成研修を実施（１回）
・児童相談所実務研修として、初期
調査面接や初期対応研修（３回）
・被害児童の心理的ケア

養成研修を継続することで面接
者の確保ができている。

引き続き、職員への研修を継
続するとともに、被害児童の
心理的ケアに努めていく。

重点目標３　男女共同参画の面から見た健やかで安全・安心なくらし
施策の基本方向１　あらゆる暴力の根絶
①配偶者等からの暴力防止／②配偶者等からの暴力被害者への支援

③犯罪被害者等に対する支援

（再掲　№14）

（再掲　№61）

（再掲　№60）

（再掲　№32）

（再掲　№31）

（再掲　№30）

いわゆるアダルトビデオ出
演被害問題・「ＪＫビジネ
ス」問題等に関する取組

（再掲　№62）

・「かながわ困難な問題を抱え
る女性等支援計画」を令和６年
３月に策定した。
・DV被害防止のための施策を
効果的に行うため、県民ニーズ
調査等の結果も参考にして、施
策を立案した。

・新しい計画の下、関係機関
と連携して、本人の意思に寄
り添った当事者目線に立った
支援をしていく。
・県民ニーズ調査等の結果を
受け、令和７年度は男性向け
DV被害防止啓発の充実を図
ることとする。

・「かながわ困難な問題を抱える女
性等支援計画」（令和６年３月策定）
に則した取組を実施した。
・若年層を中心とした、支援につな
がっていない女性の早期発見のた
め、相談窓口連絡先の表示方法や
手に取りやすいデザインについて県
内大学生にアンケートを行い、その
結果を基に生理用品と相談窓口周
知カードのセットを27,000セット作
成し配布した。
・若年層が身近に感じられるよう、
漫画・漫画動画や漫画のコマを活
用した相談窓口周知カードを
60,000枚作成し県内大学やネット
カフェ等に配布するとともに、幅広
い年齢層が活用するLINEにおい
て広告を行い、相談窓口の周知を
図った。

①「AV出演被害防止・救済法」の
施行に伴い、ワンストップ支援セン
ターとしてAV出演被害に関する相
談対応を実施
①②③：内閣府啓発サイト（いわゆ
るアダルトビデオ出演強要問題・「Ｊ
Ｋビジネス」問題等に関する啓発サ
イト）の周知
③:青少年保護育成条例に基づく「Ｊ
Ｋビジネス」営業へに対して、令和６
年４月に調査員５名による立入調査
を1回実施し、営業所に退職者の従
業者名簿を３年間保存することにつ
いて指導をした。
④：「ＪＫビジネス」営業で働く18歳
未満の少年に対する積極的な補導
活動の推進
・相談体制の充実
⑤：ＡＶ出演被害問題に係る対策の
推進
・広報・啓発活動の推進
・相談受理担当者等に対する教養

②内閣府が作成したポスター及
びリーフレットの掲示・配布によ
る周知を図った。
③店長に対する聴取及び従業
者名簿の閲覧等から、青少年が
関与していないことを確認し
た。
④・「JKビジネス」営業の１店舗
に対し、県と連携して立入り調
査を１回実施（※）した。※県内
把握のJKビジネス営業店舗は１
店舗のみ。
⑤・各署の担当者が、地域の会
合及び学校に対する防犯教室
等において、ＡＶ出演被害問題
に係る広報啓発活動を実施し
た。また、各種研修及び会議等
において、捜査員及び相談受理
担当者等に対し、ＡＶ出演被害
問題の教養を実施した。

①引き続き、相談体制の周知
と支援体制の強化を図る。
②引き続き、啓発サイトにつ
いて内閣府が作成したポス
ター及びリーフレットの掲示・
配布による周知を図る。
③引き続き立入調査を実施し
て、青少年が「ＪＫビジネス」に
関与していないことを確認す
る。
④今後も関係機関・団体等と
連携し、児童の性に着目した
形態の営業の実態把握及び
街頭活動等の情報収集に努
め、少年に対する啓発・補導
活動を推進する。
⑤今後も継続して広報啓発
及び教養活動を実施する。

「困難な問題を抱える女性
への支援に関する法律」に
基づき策定した「かながわ
困難な問題を抱える女性
等支援計画」を着実に推進
するとともに、配偶者等か
らの暴力被害者を迅速、適
切に支援するため、市町村
における取組への支援、配
偶者暴力相談支援セン
ターにおける相談・一時保
護体制の充実強化、被害
者の自立支援拠点体制の
整備等を行う。

①く
らし
安全
防災
局
②③
福祉
子ど
もみ
らい
局
④⑤
警察
本部

①くら
し安全
交通課
②共生
推進本
部室
③青少
年課
④少年
育成課
（ＪＫビ
ジネス）
⑤生活
保安課
（ＡＶ出
演強
要）

76 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

配偶者等からの
暴力総合対策の
推進

79 いわゆるアダルト
ビデオ出演強要
問題・「ＪＫビジネ
ス」問題等対策
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

80 くらし
安全
防災
局

くらし
安全交
通課

犯罪被害者等へ
の支援の提供

警察・民間支援団体と連
携・協力し、犯罪被害者等
へのきめ細かな支援を提
供する。

・かながわ犯罪被害者サポートス
テーションの運営、犯罪被害者等へ
の総合的な支援の提供
・臨床心理士等によるカウンセリン
グ　525件
・付添い支援 757件
・弁護士による法律相談　170件
・一時的な住居の提供等 2件
・犯罪被害者等への総合相談
1,611件

事業の性質上、実績値によって
効果や課題について記載するこ
とはできない。

引き続き、支援体制の強化を
図る。

81 くらし
安全
防災
局

くらし
安全交
通課

犯罪被害者等へ
の支援を行う人
材の育成

犯罪被害者等への支援を
行う人材の育成を実施す
る。

・犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座（上級）の開催
　R6.10.25～R6.12.27 10日間
　受講者29名
・支援ボランティアの募集・管理・育
成
　ボランティア登録者：118名
　（R7.3末現在）

事業の性質上、実績値によって
効果や課題について記載するこ
とはできない。

支援員養成講座の実施によ
る人材育成に取り組んでいる
が、より多くの支援員を養成
するための人材育成に努めて
いく。

82 くらし
安全
防災
局

くらし
安全交
通課

犯罪被害者等へ
の理解の促進

犯罪被害者等への理解を
促進する講座等を通じて、
犯罪被害者等についての
理解の促進を図る。

・市町村と協働して、犯罪被害者等
理解促進協働講座の開催
・大学、事業所等における、犯罪被
害者等への理解を促進するための
犯罪被害者等の講演やＤＶＤを活
用した犯罪被害者等理解促進講座
の実施
・犯罪被害者等支援キャンペーンの
実施
　R6.11.15～R6.12. 1　５日間
　県内５箇所で実施

事業の性質上、実績値によって
効果や課題について記載するこ
とはできない。

理解促進講座の実施やキャン
ペーンの開催等による普及啓
発の取組については、引き続
き、「サポートステーション」や
「かならいん」の存在の周知
等、普及啓発を図る。

83 警察
本部

警務課 犯罪被害者等へ
の支援

殺人、強盗致傷、不同意性
交等の身体犯事件や死亡
事故等の重大な交通事故
事件の被害者等に対して、
事件事故発生直後の初期
段階より、精神的・経済的
負担や不安の軽減を図る
ための被害者支援活動を
実施する。

・捜査活動や病院等への付添い
・刑事手続や各種支援制度の説明
・捜査過程における要望・意見の聴
取
・心理員によるカウンセリングの実
施

犯罪被害者等に対する各種支
援活動を適切に推進した。

今後も事件事故発生直後の
初期段階から、精神的・経済
的負担や不安の軽減を図る
ための被害者支援活動の推
進に努める。

①性犯罪110番は、平成30年
度は、受理件数が150件であっ
たが、各種広報等を実施したこ
とにより、令和6年度は、受理件
数が549件となった。現在相談
件数が、年々増えているところ
である。
②年度によって受理件数に増
減はあるものの、各種広報啓発
活動等により、当課の事業が県
民に認知されつつある。
③少年相談・保護センター及び
ユーステレホンコーナーにおい
て相談を受理し、少年の立ち直
り支援に貢献した。
③子ども安全110番では、児童
虐待事案、子供が被害者となる
事件の通報や目撃情報、不審
者の出没に関する情報を受理
し、子供の安全確保に努めた。
④悪質商法110番では、事件端
緒の入手を念頭に聴取し、必要
に応じて防犯指導や他の行政
機関を教示する等、分かりやす
い助言・指導に努めた。
⑤交通関係の要望や意見に対
し、相談者の立場に立った親切
かつ丁寧な対応に努めた。
⑥被害者等からの相談を端緒
に、電車内等における痴漢等迷
惑行為を検挙・警告し、その解
決に努めた。

①引き続き、性犯罪110番の
周知を図るとともに、適切な
相談対応を継続していく。
②今後も、暴力団による不当
要求の根絶を目指し、広報啓
発活動を継続していくととも
に、不当要求拒絶コールの相
談受理に際しては真摯に対応
していく。
③今後も各種広報媒体等を
活用し、相談窓口電話等を広
く県民に周知する。
④年々相談件数は減少傾向
にあり、業務の合理化の観点
から今秋廃止予定。
⑤引き続き、県民の要望・意
見に対して、内容のいかんに
かかわらず、誠実に対応して
いく。
⑥潜在化しやすい電車内等
における痴漢等迷惑行為の
被害実態を把握して解決する
ために、相談所の更なる周知
を図る。

警察本部の各相談窓口での相談受
理を行った。
【相談受理件数】
①性犯罪110番　549件
②暴力団からの不当要求拒絶ｺｰﾙ
281件
③少年相談（保護センターでの受理
件数のみ）　802件
③ユーステレホンコーナー　457件
③子ども安全110番　21件
④悪質商法110番　130件
⑤交通相談センター4,440件
⑥電車内痴漢等迷惑行為相談所
（相談所での受理件数のみ）　360
件

性犯罪110番、暴力団から
の不当要求拒絶コール、少
年相談・保護センター、
ユーステレホンコーナー、
子ども安全110番、悪質商
法110番、交通相談セン
ター、電車内痴漢等迷惑
行為相談所等の各相談窓
口を設置し、犯罪被害者か
らの相談に応じる。

犯罪被害者等か
らの相談の実施

①捜査
第一課
②暴力
団対策
課
③少年
育成課
④生活
経済課
⑤交通
総務課
⑥鉄道
警察隊

警察
本部

85

犯罪被害者等を総合的に
支援するため、神奈川県 、
公益社団法人神奈川被害
者支援センターと連携して
「かながわ犯罪被害者サ
ポートステーション」を運営
している。また、関係機関・
団体との緊密な連携によ
り、効果的な支援活動を推
進するため、警察本部にお
いて神奈川県被害者支援
連絡協議会を構築してい
る。

神奈川県被害者支援連絡協議会第
27回定期総会を開催し、関係機
関・団体と連携した被害者支援の強
化を図った。（12機関19団体71会
員）

神奈川県被害者支援連絡協議
会定期総会を開催し、関係機
関・団体との情報交換等を行
い、会員相互の連携を強化し
た。
また、被害者遺族による講演会
を実施し、会員間における被害
者支援活動の必要性を確認し
た。

引き続き、毎年１回の総会を
開催し、会員間の連携強化を
図る。

84 関係機関・団体
との連携による
犯罪被害者等へ
の支援の充実

警務課警察
本部
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
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89 福祉
子ど
もみ
らい
局

①共生
推進本
部室
②女性
相談支
援セン
ター

人身取引（トラ
フィッキング）被
害者への支援対
策の推進

人身取引被害者への支援
対策を推進する。

人身取引被害者の一時保護、支援
の充実
①内閣府による人身取引対策に関
する啓発物の送付（20所属）
②一時保護件数：0件

令和６年度は、人身取引事犯の
被害者は保護には至らないまで
も年々増加の傾向にあり、被害
者支援が必要な現状にある。

被害者を一時保護し、安全の
確保及び心理的ケアを行うと
ともに、関係機関等と連携・
協力を図りながら支援を実施
する。

90 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

①③共
生推進
本部室
②女性
相談支
援セン
ター

女性保護事業の
実施

92 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家庭等
への経済的支援
の充実

ひとり親家庭等の経済的
自立と生活意欲の助長を
図るため、母子家庭等の
母、父子家庭の父、児童又
は寡婦に対し、福祉資金の
貸付や医療費の助成を行
う。

・ひとり親家庭等医療費助成事業の
実施
　実施市町村　33市町村
・母子父子寡婦福祉資金の貸付
306件

母子父子寡婦福祉資金の貸
付、医療費助成等の経済的支
援により、母子家庭等の自立を
支援することができた。

引き続き当該事業により、母
子家庭等の自立を支援して
いく。

93 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家庭等
への養育費確保
支援の充実

ひとり親家庭の継続した養
育費確保に向け、元調停
員による養育費相談支援
を行うとともに、養育費に
係る公正証書等の作成費
用の助成を行う。

〇養育費相談事業　122件
○ひとり親養育費確保支援事業
55件交付

養育費相談や養育費に係る公
正証書等の作成費用に要する
経費の補助を行うことで、ひとり
親の継続的な養育費確保につ
なげることができた。

養育費相談や補助事業につ
いて広く知ってもらえるよう、
リーフレット等で周知していき
たい。

94 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家庭へ
の支援策の周知

ひとり親家庭を対象とした
各種支援策を周知するた
め、ひとり親家庭へ配布す
るリーフレット「ひとり親家
庭のみなさんへ」を作成す
る。

以下の機関よりひとり親家庭へ配
布し、各支援策の周知を図った。
（10,000部配布）
・各市町村ひとり親家庭福祉主管課
・公共職業安定所
・県保健福祉事務所
・県関係各課

リーフレットを作成・配布するこ
とによって、県が行っている各
種支援策について、ひとり親へ
周知することができた。

引き続き広報手段のひとつと
して実施していく。

施策の基本方向２　困難を抱えた女性等に対する支援
①ひとり親家庭に対する支援

被害相談窓口を広く県民
に知らせるため、ホーム
ページ、ポスター、リーフ
レット、テレビ、ラジオ、新
聞、県の広報紙等による広
報活動の実施
・被害相談窓口広報用の
ポスターを警察署、交番、
駅等に掲示
・その他、各警察署におい
ても、地域のケーブルテレ
ビ、FMラジオ、情報紙、交
番だより等を活用しての広
報活動を実施

県警広報啓発活
動の推進

各種相
談窓口
（警務
課）

今後も犯罪被害者等への理
解の促進を図るため、関係機
関・団体と連携しながら、各種
広報媒体を活用しながら犯罪
被害者等支援の重要性に関
する広報啓発活動を実施す
る。

・性犯罪が発生した場合に対応
する警察官として、令和2年か
ら「性犯罪指定捜査員」を配置
しており、令和６年度末には
713人配置している。（うち女性
警察官　341人）
・　性犯罪110番において、電話
相談を受理している。
・　性犯罪被害者の初診料等の
公費負担は、平成30年度は
111件の執行であったが、捜査
員等に対する教養等により、適
正執行することができ、令和６
年度は371件執行した。
・令和2年から、性犯罪捜査専
科を新設し、当該専科のほか、
県警職員に対して性犯罪被害
者への対応等に関する教養を
年２回実施している。

・性犯罪指定捜査員は、様々
な事案に対応できるよう性
別、配置を考慮して適切に指
定を更新していく。
・　性犯罪110番については、
相談者の意向や心情に配意
した対応を実施する。
・　性犯罪被害者の初診料等
の公費負担を適切に執行す
る。
・　性犯罪被害者対応等に関
する研修を引き続き実施す
る。

・性犯罪において女性警察官を積
極的に活用した。
・性犯罪被害に関する電話相談を
実施した。
・性犯罪被害者の初診料等の公費
負担を行った。
・県警捜査員に対し、性犯罪被害者
への対応等に関する各種教養を実
施した。

性犯罪捜査において、女性
警察官を積極的に活用す
るとともに、被害者等の心
情に配慮した対応を行う。

性犯罪対策

警察
本部

86 ・警察署の電光掲示板に被害相談
窓口を表示
・県内各所において、被害者支援
キャンペーンを開催
・その他、各警察署においても、ＦＭ
ラジオ、情報紙、交番だより等を活
用しての広報活動を実施し、相談窓
口を広く県民に知らしめ、広報啓発
活動の推進に努めた。

関係機関・団体と連携し、各被
害相談窓口等の広報啓発活動
を推進した。
活用効果が少なかったポケット
カードを廃止し、電光掲示板等
デジタル媒体の広報に変更し経
費削減を図った。

捜査第
一課

警察
本部

88

○ひとり親家庭等日常生活支援事
業（市町村分）
○母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業
・就業支援講座等の実施（①パソコ
ン教室42日間・延258名参加、②
マネープランセミナー１日間・延５名
参加）
・就業相談員の配置
○母子家庭自立支援給付事業（町
村分）
・高等職業訓練促進給付金　14名
・自立支援教育訓練給付金　７名

91 44 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家庭等
への就業支援の
充実

ひとり親等を対象とした就
業相談、セミナーの開催、
職業能力開発等の情報提
供等のほか、職業能力開
発講座を受講するひとり親
等に対し、受講料の一部支
給や受講中の生活費の助
成等を実施する。

（再掲　№125）

性犯罪・性暴力の被害者
等に対し、適切な時に適切
な支援をワンストップで受
けられるよう、かならいん
（かながわ性犯罪・性暴力
被害者ワンストップ支援セ
ンター）における24時間
365日対応の電話相談の
ほか、面接相談、医療機関
等への付添い、証拠採取
等（令和４年10月開始予
定）支援などを行う。

ワンストップ支援センターとして、電
話相談のほか、面接相談、医療機
関等への付添い支援等を実施
相談：2,365件
支援：388件

事業の性質上、実績値によって
効果や課題について記載するこ
とはできない。

引き続き、支援体制の強化を
図る必要がある。

性犯罪・性暴力
の被害者への相
談体制の充実

くらし
安全交
通課

くらし
安全
防災
局

就業・自立支援センター職員が
福祉事務所の母子・父子自立
支援員と密接に連携しながら、
ひとり親が抱える様々な課題に
対して、適切に支援することが
できた。

引き続き当該事業により、母
子家庭等の自立を支援して
いく。

87
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

95 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家庭へ
の支援情報の提
供

ひとり親家庭を対象とした
総合的な支援情報を提供
するポータルサイト「カナ･
カモミール」を運営する。

・ポータルサイト「カナ・カモミール」
でのひとり親家庭への総合的な支
援情報提供
・女性のためのオンラインセミナー
・キャリア・ワークショップセミナー
・かながわひとり親家庭相談LINE

ひとり親家庭を対象に、総合的
な支援情報を提供した。

引き続き、周知・広報を行うと
ともに、利用者の利便性等の
向上に努める。

97 県土
整備
局

公共住
宅課

母子・父子世帯
の県営住宅入居
における優遇

特に住宅に困窮する母子・
父子世帯が、より多く県営
住宅へ入居できるよう、20
歳未満の子のいる母子・父
子世帯が一般世帯向け住
宅を申し込んだ場合、抽選
時に当選率を優遇する。

一般の申込者と比較して、母子・父
子世帯は、新築住宅で７倍、あき家
で５倍、抽選における当選率を優遇
した。

定期募集において、母子・父子
世帯は、５月は3３６名、11月は
316名の応募があった。

継続予定

98 117 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

日常生活自立支
援事業

 県社会福祉協議会が実施
する判断能力が不十分な
高齢者や知的障がい者等
の日常的な金銭管理や福
祉サービスの利用のため
の支援に係る費用の一部
を補助する。

福祉サービス利用支援、日常的金
銭管理・書類等預かりサービスによ
る各支援事業を実施した。
・利用者数　853名
・相談援助件数　49,088件
・契約締結審査会　８回
・実施主体（市町村社協）への巡回
調査及び相談　５市５町
・専門員・生活支援員等研修　８回
・専門員ブロック別会議　２回

認知症高齢者の増加や精神障
害・知的障害者の地域生活への
移行の進展から利用者数の増
加が見込まれるなか、利用者数
が伸び悩んでいることが課題で
ある。

各市町村社協及び各市町村
の福祉関係機関と連携し、支
援を必要としている利用者の
ニーズを掘り起こすために事
業の周知に一層取り組む必
要がある。

99 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

カラーバリアフ
リー推進事業

事業者等に対してカラーバ
リアフリーに関する普及啓
発を図るとともに、色覚障
がい当事者による相談窓
口の設置やアドバイザーを
派遣し、公共的施設の案内
板等の色使いに助言をす
る。

・色覚障がい当事者によるカラーバ
リアフリー相談事業の実施　３件

カラーバリアフリーに関する普
及啓発を図るとともに、条例に
基づく助言相談体制の整備や
既存案内サイン等のバリアフ
リー化を進めているが、条例施
行前の建築物や案内サインが
多く存在する現状にある。

今後もバリアフリー化に向け
た施設管理者等の意識啓発
や県民への普及啓発により、
一層取り組む必要がある。

100 116 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

みんなのバリア
フリー街づくり条
例推進体制整備
事業

神奈川県みんなのバリアフ
リー街づくり条例に基づく
実効性のある取組を協議
する場として、県内事業者
の代表や関係団体、 学識
経験者等で組織するバリ
アフリー街づくり推進県民
会議を開催する。また、同
会議を中心として条例の普
及啓発を図る。

・バリアフリー街づくり推進県民会
議 2回
・バリアフリーフェスタかながわの開
催（コーナー参加者数：延べ1,478
名）

イベントの開催やリーフレットの
配布等により、県民会議の活動
や提案書に基づく取組内容を
広く周知した。

今後もバリアフリー化に向け
た施設管理者等の意識啓発
や県民への普及啓発により、
一層取り組む必要がある。

103 県土
整備
局

住宅計
画課

公的賃貸住宅に
おける高齢者に
配慮した住宅の
整備

公営住宅においては、エレ
ベーター設置を進めるとと
もに、既存住宅における段
差解消や手すりの設置な
どにより、高齢者に配慮し
た住宅への改良を進める。

・市町村が公営住宅において国の
交付金等を活用した住戸の改善等
を行う際に、技術的な助言等の支
援を行った。

市町村が公営住宅において国
の交付金等を活用した住戸の
改善等を行う際に、技術的な助
言等の支援を行い、高齢者に配
慮した住宅への改良を進めた。

国の交付金を活用し住戸の
改善等を行う市町村に対し、
引き続き適切な指導・助言等
を行い、高齢者に配慮した公
営住宅の整備を推進してい
く。

②高齢女性に対する支援

高齢福
祉課

福祉
子ど
もみ
らい
局

101 ・神奈川県地域包括ケア会議：
在宅医療を所管する医療企画
課との合同で開催し、地域にお
ける医療と介護の提供体制や
連携体制における課題等につ
いて各団体、行政関係者との意
見交換を行った。
・専門職員派遣事業：延べ61名
の専門職員派遣を実施し、市町
村等の取り組む地域ケア会議
など地域包括ケアシステムを推
進する取組を支援することがで
きた。

〇地域包括支援センター運営事業
（市町村事業）
〇地域包括ケア推進事業として
・広域的地域ケア会議：地域におけ
る医療と介護の連携における課題
等の情報交換と検討を行った。
・専門職員派遣事業：市町村単独で
は確保が困難な専門職員を派遣
し、地域ケア会議や事例検討会にお
ける助言等を行った。
〇地域包括支援センターの運営に
関し個別課題を抱える市町村（２保
険者）に対し、アドバイザーと県職員
の現地派遣による伴走支援事業を
実施。

地域包括ケアシステムの中
核機関として地域包括支
援センターの設置・運営を
推進するとともに、関係機
関等との連携を図りなが
ら、NPO・ ボランティア等
と協働を進めるなど地域で
の支え合いを推進し、地域
ケア体制を充実する。

地域ケア体制の
充実

・引き続き、関係機関との連
携を図りながら地域の支え合
いを推進し、市町村による地
域包括ケアシステムの推進の
取組を支援する。
・また、市町村・地域包括支援
センターの地域ケア会議等に
おける高齢者の自立支援・重
度化防止に向けた取組を支
援するため、引き続き専門職
員を派遣する。
・さらに、個別課題を抱える市
町村への伴走支援を実施す
ることで地域ケア体制の充実
に向けて県全体の底上げを
図る。

引き続き、周知・広報を行い、
登録者を増やしすとともに、
相談対応の向上に努める。

高齢者が自立した日常生
活を営むことができるよう
市町村が実施する地域支
援事業を支援する。
○権利擁護業務（包括的
支援事業） ・成年後見制度
の活用促進 ・老人福祉施
設等への措置の支援 ・高
齢者虐待への対応
○任意事業 ・成年後見制
度利用支援事業 ・地域自
立生活支援事業

　市町村が地域支援事業として実
施する次の事業に対し交付金を交
付
・成年後見制度利用支援事業（30
市町村実施）
・認知症高齢者見守り事業（15市町
村実施）
・介護相談員派遣等事業（23市町
村実施）　等

各市町村が、地域の実情とニー
ズに対応した左記介護予防事
業に取り組むことができた。

引き続き交付金による支援に
努める。

地域支援事業の
推進

高齢福
祉課

福祉
子ど
もみ
らい
局

102

○ひとり親家庭SNS相談事業の実
施
　・無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」を利用
した相談窓口を運営し、ひとり親家
庭からの相談を受付（150日間実
施/相談受付件数2,425件）
○相談窓口の周知
　・相談窓口につながるＱＲコードを
掲載
した周知用カードを市町村の窓口
等で配布（32,110枚）
　・県のホームページによる広報

ひとり親家庭SNS相談を
実施する。

ひとり親家庭
SNS相談事業の
実施

子ども
家庭課

福祉
子ど
もみ
らい
局

96 ひとり親家庭を対象に、いつで
も気軽に相談できる窓口とし
て、相談を実施した。

35



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

105 県土
整備
局

公共住
宅課

県営住宅におけ
る高齢者に配慮
した住宅の整備

高齢者等に配慮した県営
住宅の建替や改善を進め
る。

・建替え団地５団地322戸の整備を
行った。

建替え団地のすべての住戸を
高齢者等に配慮した住宅として
整備した。

引き続き、県営住宅の整備に
併せて、高齢者等に配慮した
住宅の整備を進める。

106 県土
整備
局

公共住
宅課

高齢者等が健康
で安心して住み
続けられる「健康
団地」の取り組み

県営住宅を活用して多世
代が居住し、高齢者が支え
合う場や地域の保健・医
療・福祉の拠点づくりを行
い、高齢者等が健康で安
心して住み続けられる「健
康団地」として再生する。

・高齢者支援の場として、拠点の整
備を行った。
・団地住民を対象とした講習会の開
催をした。

空き住戸1箇所、新築1箇所の
拠点を整備した。

引継き高齢者が支え合う場
や地域の保健・医療・福祉の
拠点づくりを進める。

107 再掲 産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢者の就
業支援

109 46 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障害者就業・生
活支援センター
事業

職場不適応により離職した
者や離職のおそれがある
在職者など、就職や職場へ
の定着が困難な障がい者
及び就業経験のない障が
い者に対し、就業及びこれ
に伴う日常生活、社会生活
上の支援を行うことによ
り、障がい者の職業生活に
おける自立を図る。

障害者就業・生活支援センターの設
置・運営を継続して実施 （全障がい
保健福祉圏域８か所に設置）。
・支援対象者登録者数　６，８８３人
・相談・支援件数　　　　５５，３４８件

増加する精神障がい者への相
談に対応するため、高い専門性
を持った人材を新たに配置し
た。

今後も、日常生活、社会生活
上の支援を行うことにより、障
がい者の職業生活における
自立を図っていく。

③障がいのある女性に対する支援

高齢者に対する
居住支援の推進

（再掲　№41）

・高齢者等の住宅確保要配慮者の
入居を拒まない住宅の登録につい
ては、43,376戸の登録がなされ
た。
・住宅セーフティネット制度をはじめ
とした住宅政策及び福祉政策で、居
住支援に携わる市町村職員や関係
団体を対象とした、居住支援の知識
習得と意識強化等を図るための講
座を開催した。（１回、91名参加）

・住宅確保要配慮者円滑入居
賃貸住宅の登録を大手不動産
事業者と交渉することなどによ
り順調に増加した。
・居住支援に携わる市町村職員
等に対し、居住支援と福祉の両
方の知識習得と意識強化等を
図る講座を開催し、要配慮者の
居住の安定確保が図られた。

・登録住宅の戸数の増加に伴
い、住宅の登録内容の一層
適切な管理に努めていく。
・継続した「住まいに関する横
断的な知識」の習得の場を設
け、居住支援活動をとりまく
周辺環境整備を図る。

生産活動、職場体験等を
通じ、一般就労に向けた知
識・能力の向上のための訓
練等を行う就労移行支援
事業と、福祉的就労として
生産活動の機会の提供や
その他就労に必要な知識・
能力向上のための訓練等
を行う就労継続支援事業
の利用を支援する。
・就労移行支援に対する負
担
・就労継続支援に対する負
担

108 45 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい者の就労
移行支援・ 就労
継続支援

就労移行支援及び就労継続支援の
利用に係る費用を給付する市町村
に対し、負担金を交付
・就労移行支援
・就労継続支援

市町村に負担金を交付したこと
により、就労移行支援及び就労
継続支援等に寄与した。

法定負担金として、今後も市
町村に着実に交付していく。

・賃貸住宅の家主から、民
間賃貸住宅への入居を拒
まれることが多い高齢者等
の住宅確保要配慮者（以
下、「要配慮者」という。）の
入居を拒まない住宅の登
録を受け、当該登録情報を
広く県民に提供する。
・要配慮者の居住支援に
あっては、不動産店や居住
支援団体等との連携が不
可欠であることから、団体
及び市町村職員に居住支
援に必要な知識を習得す
る機会を提供し、居住支援
活動をとりまく周辺環境を
整えることにより、要配慮
者の居住の安定確保を促
進する。

104 県土
整備
局

住宅計
画課

障がい者の雇用
促進施策

①雇用
労政課
②産業
人材課

産業
労働
局

47110 ①障がい者の雇用と職場定着の促
進
・中小企業への個別訪問や企業の
ニーズに合わせた出前講座
（個別訪問：844社、出前講座：41
回）
・障害者雇用促進に向けたフォーラ
ム（回数：1回、参加人数：411人）
・企業交流会（回数：5回、参加者数
181人）
・精神障がい者雇用・職場定着支援
セミナー（回数：2回、参加者数252
人）
・精神障害者職場指導員設置補助
金（交付事業者：10事業者）
・障がい者就労支援力向上研修（回
数：８回、参加者数277人） 等
・県公式ＬＩＮＥ「かながわ障がい者
就労サポートシステム」をリリース
（令和７年３月27日）
・精神障害者職場指導員設置補助
金の要件について、所定労働時間
を「20時間以上」から「10時間以
上」とし、補助対象事業所の範囲を
拡大
・障がい者のテレワーク雇用を検討
している中小企業等に対し、アドバ
イザー派遣によるコンサルティング
等を実施（２社）
②職業能力の開発
・神奈川障害者職業能力開発校に
おける職業訓練（12コース54人）及
び民間教育訓練機関等への委託訓
練（21コース89人）を実施

①障がい者雇用の進んでいな
い中小企業を個別訪問して、情
報提供や出前講座等を実施し
たほか、フォーラムや企業交流
会等の実施を通じて、他社の取
組事例の紹介等を行うことで、
障がい者雇用への理解の促進
及び雇用の実現を支援した。
また、セミナーや補助金制度を
通じて、精神障がい者の雇用と
職場定着の促進が図られた。
さらに、障がい者就労支援機関
の支援力の向上に向け、実践的
な研修等を実施したことにより、
就労支援機関への支援を実施
することができた。
障がい者雇用をさらに進めるた
めに、障がい者・企業・就労支
援機関の３者に対してプッシュ
配信等を行う県公式ＬＩＮＥ「か
ながわ障がい者就労サポートシ
ステム」をリリースした。
精神障害者職場指導員設置補
助金の要件について、所定労働
時間を「20時間以上」から「10
時間以上」とし、補助対象事業
所の範囲を拡大するとともに、
障がい者のテレワーク雇用を検
討している２社に対し、アドバイ
ザー派遣によるコンサルティン
グ等を実施した。
②神奈川障害者職業能力開発
校において、精神障がい者の求
職者数増加を踏まえ、令和４年
度からコースを見直して精神障
がい者枠を増やして（令和５年
度入校者の50％が精神障がい
者）、職業訓練を実施し、就職
支援に努めた。

①障がい者の職場定着に課
題を感じている県内企業を対
象として、相談支援等による
直接的な定着支援を実施す
る。

②神奈川障害者職業能力開
発校・委託訓練とも、定員充
足率が低いコースがあるた
め、更なる周知広報に努め
る。

障がい者の職域拡大を図
り、就労を促進するための
支援を行う。
・普及啓発、広報
・職場定着の促進
・職業能力の開発
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

111 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい児者の相
談支援の充実

障がい児者の自立した生
活や課題の解決に向けた
適切なサービス利用を図
るため、ケアマネジメントに
よるきめ細かな支援を行う
サービス等利用計画の作
成や、その後のモニタリン
グ（必要な見直しなど）を支
援する。

・障害福祉サービス利用者へのサー
ビス等利用計画の作成やモニタリン
グに要する費用を給付する市町村
に対し、負担金を交付
・計画相談支援
・障がい児相談支援

市町村に負担金を交付したこと
により、地域生活への移行や自
立生活の支援等に寄与した。

法定負担金として、今後も市
町村に着実に交付していく。

112 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい児者の居
宅生活支援の充
実

障がい児者が地域で安心
してくらせるよう、必要な障
害福祉サービスの利用を
支援する。
・居宅介護（ホームヘルプ
サービス）
・生活介護等
・短期入所（ショートステイ
サービス）

・障がい児者の福祉サービスの利
用に要する費用を給付する市町村
に対し、負担金を交付
・居宅介護（ホームヘルプサービス）
・生活介護等
・短期入所（ショートステイサービ
ス）

重度訪問介護等の訪問系サー
ビスについては、国が定めた基
準額があり、これを超過した額
は市町村が負担する仕組みと
なっているため、超過負担が発
生している市町村がある。

超過負担が発生している市
町村に対しては、令和６年度
から国の補助制度を活用した
県の補助事業を実施する。
また、訪問系サービスについ
ては、他のサービスと同様、
市町村に超過負担が生じな
い制度とするよう、引き続き
国に見直しを要望する。

113 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障害者地域活動
支援センターに
対する支援

地域で生活する障がい者
にとって、 最も身近な活動
拠点となる地域活動支援
センターに対し、その機能
をより積極的に果たせるよ
うにするため、市町村を通
じて補助する。

１ 地域活動支援センター機能強化
事業（障害者地域生活支援事業費
補助（市町村統合補助）の一部）
２ 市町村障害者福祉事業推進補助
金（障害者地域活動支援センター
事業）

市町村への補助により、地域活
動支援センターの事業形態（I
型、Ⅱ型、Ⅲ型）に応じて、基礎
的事業による職員の他に機能
強化に係る職員の配置等に寄
与した。

今後も市町村への補助を継
続していく。

114 県土
整備
局

公共住
宅課

県営住宅におけ
る障がい者に配
慮した住宅の整
備

障がい者に配慮した県営
住宅の建替えや改善を進
める。

・建替え団地２団地６戸の整備を
行った。

入居者の要望に応じた戸数の
障がい者に配慮した住宅を、建
替え団地に整備した。

引き続き、県営住宅の整備に
併せて、障がい者に配慮した
住宅の整備を進める。

115 県土
整備
局

住宅計
画課

公的賃貸住宅に
おける障がい者
に配慮した住宅
の整備

公営住宅においては、エレ
ベーター設置を進めるとと
もに、既存住宅における段
差解消や手すりの設置な
どにより、障がい者に配慮
した住宅への改良を進め
る。

・市町村が公営住宅において国の
交付金等を活用した住戸の改善等
を行う際に、技術的な助言等の支
援を行った。

市町村が公営住宅において国
の交付金等を活用した住戸の
改善等を行う際に、技術的な助
言等の支援を行い、障がい者に
配慮した住宅への改良を進め
た。

国の交付金を活用し住戸の
改善等を行う市町村に対し、
引き続き適切な指導・助言等
を行い、障がい者に配慮した
公営住宅の整備を推進して
いく。

116 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

みんなのバリアフ
リー街づくり条例
推進体制整備事
業

117 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

日常生活自立支
援事業

119 48 産業
労働
局

雇用労
政課

外国人労働相談
の実施

かながわ労働センター及び
同センター県央支所に専
門相談員と通訳を配置し、
労働相談を実施する。

かながわ労働センター（本所）にお
いてスペイン語・中国語、ベトナム
語、県央支所においてポルトガル
語・スペイン語で、 外国人労働相談
を実施。相談件数：374件

事業の性質上、実績値によって
初年度との比較および全体を
通しての結果及び原因等につ
いて記載することはできない。

き続き今後の需要の変化に
応じて柔軟な相談体制の整
備を検討しつつ、継続して実
施していく。

120 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

多言語によるＤＶ
相談等の実施

民間団体と連携し、 配偶
者暴力相談支援センター
で13言語によるＤＶ相談を
実施するとともに、13言語
のリーフレットを作成し相
談窓口やDVについての情
報提供を行う。

13言語（英語、韓国語・朝鮮語、ス
ペイン語、ポルトガル語、中国語、タ
ガログ語、タイ語、ベトナム語、イン
ドネシア語、ベンガル語、ミャンマー
語、クメール語、ロシア語）による
DV相談を実施した。
また、１３言語のリーフレットを作成
し相談窓口やＤＶについての情報提
供を行った。
Ｒ６年度多言語相談件数：419件

令和６年度から対応可能な言
語数を８言語から13言語に増
やし、より多くの相談ニーズに
対応できるよう改善した。

ますます多様化する相談者の
言語への対応を図る。

121 文化
ス
ポー
ツ観
光局

国際課 多言語情報の提
供

言葉による情報獲得の障
壁をなくすため、外国籍県
民にとって、 必要な行政情
報を多言語や、やさしい日
本語で、情報紙やインター
ネット などにより提供す
る。
・外国籍県民のための多言
語情報紙の発行
・ホームページによる多言
語情報の提供

○多言語情報紙「こんにちは神奈
川」の発行 ・年3回発行 ・発行部
数：１回あたり20,300部 ・対応言
語：英語ほか５言語 ・配布場所：県
機関・市町村等約800箇所
※６年度末で事業廃止
○県が提供する多言語情報をホー
ムページに随時掲載

県の施策や生活情報を多言語
情報紙やホームページで提供
することで、外国籍県民等への
情報支援を推進することができ
た。

引き続き、より多くの外国籍
県民等の情報格差の解消に
貢献し、外国籍県民等に必要
な行政情報の効果的な提供
に努める。

（再掲　№98）

（再掲　№100）

④外国人女性に対する支援
国際課文化

ス
ポー
ツ観
光局

118 ○外国籍県民一般・法律相談
・実施場所：地球市民かながわプラ
ザ、川崎県民センター、県央地域県
政総合センター
・対応言語：英語、中国語、韓国・朝
鮮語、スペイン語、ポルトガル語、ベ
トナム語、やさしい日本語（実施場
所により対応言語が異なる）
・実績：1,199件
○外国籍県民教育相談
・実施場所：地球市民かながわプラ
ザ
・対応言語：中国語、スペイン語、ポ
ルトガル語、タガログ語、ベトナム
語、やさしい日本語
・実績：2,592件

○　外国籍県民等への情報提
供や相談対応を行うことで、言
語や文化、習慣等の違いにより
生じる生活上の諸問題の解決
につなげることができた。
○　相談員研修会を実施するこ
とで、相談員のスキルアップや
相談員相互の連携づくりの場を
提供することができた。
○　関係機関との連絡会を開催
し、各機関との連携・協力体制
を強化することで、相談事業の
充実を図った。

◯　引き続き、より多くの外国
籍県民等の相談に対し、課題
を解決するために役立つ情報
を提供できるよう、県内外の
相談窓口と連携しながら、安
定した運営に努める。

外国籍県民の生活を支援
するため、相談・助言、情
報提供を行う。

外国籍県民相談
の実施
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

126 福祉
子ど
もみ
らい
局

女性相
談支援
セン
ター

女性電話相談の
実施

日常生活上、様々な問題
を抱える女性のための電
話相談業務を実施する。

「女性電話相談室」相談受付
相談件数：1707件

委託業者と連携し、様々な悩み
を抱える女性からの一般的な相
談に広く応じ、課題の解決・軽
減を図った。

・安定的な運営により、引き続
き女性からの様々な相談に広
く応じ、課題の解決・軽減を
図る。

127 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

人権施策推進事
業

性的マイノリティ（ＬＧＢＴ
等）を含めた、人権がすべ
ての人に保障される地域
社会の実現のため、性的
指向、性自認に関する正し
い理解を促進するととも
に、社会全体が多様性を
受け入れる環境づくりを進
める。

性的マイノリティ支援として次の事業を実
施した。
・派遣型個別専門相談として相談員の派
遣　20件
・当事者向け交流会の開催　８回
・企業及び団体向け研修の実施　１回【オ
ンライン開催】
・児童福祉施設の職員向け研修の実施
２回
・性的マイノリティ講師派遣　６回
・かながわ性的マイノリティ相談LINE
311件

性的マイノリティ（LGBT等）交
流・相談・研修事業を実施し性
的マイノリティ（LGBT等）への
理解を図った。

※かながわ性的マイノリティ相
談LINEは令和6年度開始事業

引き続き市や関係機関と連携
し広く周知することで、性的マ
イノリティ（ＬＧＢＴ等)への理
解増進に努める。

⑥性的マイノリティ（LGBT等）に対する支援

生活困窮者等に関する相談を含め
てひきこもりや子ども・若者の有す
る様々な悩みについて電話、来所
及びSNS（※）による相談を実施し
た。
相談件数
・電話相談2,996件、面接相談延
べ367件、LINE相談3,768件
（かながわ子ども・若者総合相談セ
ンター、県ひきこもり地域支援セン
ター、県西部青少年サポート相談
室、県地域青少年相談窓口の総
計）

＜支援者向けの研修の実施状況＞
ボランティア育成研修　計２回
ＮＰＯスタッフ研修　計２回
相談員研修　計３回
＜ひきこもり当事者のための取組の
実施状況＞
居場所事業　計２１回
(うち、孤独・孤立を感じる女性のた
めの居場所 計２回、親・きょうだい
の集い３回）
コミュニケーション講座　計３回
有償ボランティア　計４回

124 福祉
子ど
もみ
らい
局

①青少
年セン
ター
②青少
年課

子ども・若者総
合相談事業

福祉
子ど
もみ
らい
局

外国籍県民情報
支援の実施

外国籍県民の生活を支援
するため、多言語支援セン
ターを開設運営し、各種事
業を実施する。また、災害
時等において緊急情報を
多言語化して発信する。

生活援
護課

福祉
子ど
もみ
らい
局

49123 令和6年度における研修や会議
の開催回数は、概ね予定通り実
施することができた。引き続き、
生活に困窮する者が必要な支
援につながるよう制度について
周知していく必要がある。

多言語支援センターかながわで
は、11言語で外国籍県民からの
問合せ対応を行い、15,422件
の情報支援を行うことができ
た。

今後も外国籍県民等の増加
が見込まれることから、引き
続き、多言語での情報支援の
充実に取り組む必要がある。

・制度周知用のチラシを30,000部
作成し、各市町村や関係機関に配
布し、自立相談支援機関窓口の利
用勧奨を促した。
・リモートにより県内の生活困窮者
自立支援制度に係る従事者向けの
研修を6回、生活困窮者支援に携
わる団体や行政機関を対象とした
ネットワーク会議・学習会を３回開
催したほか、県内各市の主管課長
会議及び担当者会議を実施し、制
度に関する情報共有や支援員同士
のネットワークづくりに取り組んだ。
・生活困窮者からの相談に対して、
本人が抱える課題を把握し、生活の
安定や就労促進などの自立に向け
た相談支援を実施した。

全県を対象とした生活困
窮者自立支援制度の周知
や相談支援員の資質の向
上等に取り組む。
生活困窮者自立支援法に
基づき、県は町村在住の生
活上の困難に直面してい
る者に対し、地域において
自立した生活ができるよう
自立相談支援を実施する。

生活困窮者自立
支援事業

研修やネットワーク会議につ
いては、新たな支援制度や
ニーズに対応するよう。内容
等をさらに工夫していく。

⑤生活困窮者等の自立に向けた支援

○多言語支援センターかながわの
運営
・対応言語：11言語、問合せ対応件
数：　測定中
〇外国籍県民支援人材育成研修の
実施：６回
〇希少言語等専門人材の確保・育
成
〇一般通訳支援事業の実施
・通訳派遣件数：726件、通訳協力
者への研修：10回
〇災害時外国籍県民支援
・災害時通訳ボランティア等研修の
実施：３回

122 文化
ス
ポー
ツ観
光局

国際課

女性保護事業の
実施

①③共
生推進
本部室
②女性
相談支
援セン
ター

90125

かながわ子ども・若者総合
相談センター（ひきこもり地
域支援センター）における
電話、来所相談及び、委託
事業者によるSNS相談を
実施する。
また、支援者向けの研修や
ひきこもり当事者のための
居場所、講座を実施する。

生活困窮者等をはじめ、様々な
悩みに対して、その背景を理解
し、寄り添い、共に考えていく相
談支援ができるよう、支援者向
けの各種研修やケース検討会
議等を充実させるとともに、ひき
こもり当事者のための居場所事
業等の取組も実施することがで
きた。

今後も関係機関と連携しなが
ら、生活困窮者等が安心して
生活を送ることができるよう、
生活困窮者等を含めた子ど
も・若者の悩みに寄り添った
相談支援を行うとともに、支
援者向けの研修やひきこもり
当事者のための取組を引き
続き強化していきたい。

①、②一時保護、自立支援の実施
一時保護件数：248件
③民間団体に委託し、様々な課題
を抱えた女性から相談を受付ける
とともに、訪問支援、同行支援及び
居場所の提供を実施した。また、支
援従事者育成のための研修を行っ
た。
相談件数(電話・メール・来所)
4,616件
LINE相談　873件
同行支援　52件
訪問支援　８件
他機関/所内打ち合わせ・会議
214件
研修開催３回、研修参加人数１回目
90名・２回目89名・３回目84名

①困難な問題を抱える女性の
状況は複雑化しており、引続き
支援の充実が必要な状況であ
る。
②様々な困難な問題を抱えた
女性を一時保護し、本人の意思
を尊重した自立支援を実施し
た。
③民間団体に委託し、様々な問
題を抱えた女性から相談を受
け付けるとともに、訪問支援、同
行支援及び居場所の提供を実
施した。また支援従事者のため
の研修を行った。

①③各機関との連携体制の
充実を図り、支援のための人
材育成の資質向上に取り組
む。
②引き続き、関係機関との円
滑な連携により、女性の意思
を尊重した切れ目のない安
心・安全な支援を実施する。

関係機関と連携しながら、
「困難な問題を抱える女性
への支援に関する法律」等
に基づき、家庭環境の破
綻、生活の困窮等、生活を
営む上で困難な問題を有
する女性に対し、一時保
護、自立支援を実施する。
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128 210 ①②
福祉
子ど
もみ
らい
局
③健
康医
療局

①共生
推進本
部室
②青少
年課
③が
ん・疾
病対策
課

NPO法人との協
働事業の推進

NPO法人と協働し、
LGBTについて理解促進
を図り、就労に際し正しい
情報による適切な支援を
受けられるようにする。ま
た、広く県民等にLGBTに
関して普及啓発を行う。

①令和元年度で事業終了。
②事業は令和元年度で終了。青少
年センターで実施する指導員研修
での講師依頼や、神奈川県子ども
若者支援連携会議においてLGBT
団体としての助言、協力等の依頼で
連携。
③令和元年度末をもって事業を終
了した。

青少年センターで実施する指導
員研修等において、必要に応
じ、講師依頼をした。

神奈川県子ども若者支援連
携会議においてLGBT団体と
しての助言、協力等をお願い
する。

129 健康
医療
局

精神保
健福祉
セン
ター

電話相談事業 フリーダイヤルのこころの
電話相談での、こころの健
康に関する悩みについて
の相談対応

性的マイノリティに関する相談を含
めて、子ども・若者の悩みについて
の電話相談において対応。
今後の取組の方向性引き続き電話
相談を実施。

相談件数も少なく、性的マイノ
リティに特化していないため、傾
聴を基本とする一般的な対応と
なる。

引き続き電話相談を実施。

130 教育
局

総合教
育セン
ター

教育相談事業 電話、来所、Ｅメール、ＳＮ
Ｓ相談による相談への対応

・学校や家庭における子どもの様々
な悩みや問合せについて、電話相
談は8,052件、来所相談は4,352
件、Ｅメール相談は451件、ＳＮＳ相
談は、4,436件に対応。

生活、不登校、いじめなど様々
な相談に、電話、来所、Eメー
ル、ＳＮＳ等により対応した。

引き続き、相談者のニーズに
応えられるよう相談を実施す
る。

131 再掲 教育
局

行政課 人権教育指導者
養成研修講座の
実施

132 再掲 教育
局

総合教
育セン
ター

人権教育研修講
座の実施

135 健康
医療
局

健康増
進課

思春期の健康相
談、生涯を通じ
た女性の健康の
保持増進、不妊
症や不育症、若
年妊娠等、妊娠・
出産をとりまく悩
み等への相談支
援

プレコンセプションケアを
含め、思春期の健康相談、
生涯を通じた女性の健康
の保持増進、不妊症や不
育症、予期しない妊娠等、
妊娠・出産をとりまく様々
な悩み等への相談支援を
行う。

・性と健康の相談（一般相談：197
件、専門相談：30件）
・不妊・不育専門相談センター（相
談件数97件、延相談人数105人）
・妊娠SOSかながわ（延相談件数
1,485件、アウトリーチ相談支援人
数1人）

妊娠SOSかながわは、相談時
間の拡大や、電話番号のフリー
ダイヤル化など、相談体制の充
実に努めた。

不妊・不育専門相談センター
について、ホームページ等の
記載内容を見直し、周知を進
める。

136 健康
医療
局

健康増
進課

妊娠・出産等に
関する情報提供

妊娠・出産の正しい知識の
啓発のため、ホームページ
「（女性の男性のクリニッ
ク）丘の上のお医者さん」
や啓発カード等による情報
提供を行う。

・ホームページ「丘の上のお医者さ
ん」（アクセス数402,838件）
・啓発カードの作成・配布（約
140,000部）

令和６年度からＳＮＳを活用して
広報することなどにより、普及啓
発に努めた。

ホームページのコンテンツを
充実させることで、普及啓発
を進める。

137 健康
医療
局

健康増
進課

母子保健対策事
業（男性に係る
取組）

不妊・不育専門相談セン
ターにおいて男性のための
不妊・妊活相談を行う。
また、ホームページ「（女性
の男性のクリニック）丘の
上のお医者さん」において
男性不妊等に関する普及
啓発を行う。

・不妊・不育専門相談センターの男
性の利用
　男性不妊相談（相談人数1人）
　医師による面接相談・助産師によ
る電話相談（相談人数20人）
・ホームページ「丘の上のお医者さ
ん」の男性ユーザー数（11,402人
（男女比で44.9％））

ホームページ「丘の上のお医者
さん」は男性の利用は一定数あ
るが、さらなる男性の利用の増
加を図る必要がある。

・不妊・不育専門相談セン
ターについては、男性向けの
チラシ等により周知すること
で、男性に対する普及啓発を
進める。
・プレコンセプションケアの推
進に係る取組においても、男
性への普及啓発を進める。

138 健康
医療
局

健康増
進課

妊娠・出産に関
する知識の普及
啓発

妊娠・出産に関する知識の
普及啓発と、それらを踏ま
えたトータルのライフプラン
の構築を支援するために、
学校や企業等を対象に健
康教育や講座を実施する。

・健康教育（63回実施、延参加人数
5,832人）
・企業向け出前講座（18回実施、延
参加人数491人）

健康教育で使用する資料内容
について見直すことで、学生層
に応じた適切な普及啓発に努
めた。

健康教育の充実や周知の強
化を図り、普及啓発を進めて
いく。

施策の基本方向３　生涯を通じた健やかで生き生きとしたくらしの支援
①健康に対する支援

（再掲　№182）

（再掲　№181）

・「かながわ未病改善ナビサイ
ト」は2025年3月に改修完了。
コンテンツをカテゴリ別に再構
成し、目的の情報を得るための
導線を明確にした。同時に、ウェ
ブアクセシビリティの確保によ
り、誰もが情報や機能を支障な
く利用できるようにした。
・2024年度は「未病センター」
の廃止が２件あった一方で、新
規認証も２件あった。「未病セン
ター」設置者による利用促進が
進んだことで、「未病センター」
利用者は合計418,405人（前
年度比約109%）となった。県
民が未病改善に取り組める環
境を広げることができた。

133 健康
医療
局

健康増
進課

未病対策普及啓
発事業

健康寿命の延伸に向けた
未病改善の取組を促進す
るため、未病センターの設
置促進やインターネット等
による普及啓発等を行う。

・「かながわ未病改善ナビサイト」の
運営等、未病改善に関する普及啓
発を実施
・未病チェックシートの公開
・未病センターの認証　累計84か所

「かながわ未病改善ナビサイ
ト」は、引き続き普及啓発を実
施していく。
未病センター設置の伸び率が
鈍化しているため、啓発の工
夫を図る必要がある。

女性特有の健康課題やそ
の対処についてインター
ネット特設サイトやSNSを
利用した情報発信や普及
啓発イベントの開催、学校
や企業との連携により普及
啓発する。

・かながわ女性の健康・未病サイト
「未病女子navi」について、サイト機
能の改善、キーワード絞り込み機能
の追加、LINE案内追従バナーの実
装などを行い、引き続き普及啓発を
実施
・企業と連携し、「未病女子セミナー
2025オンライン」をオンデマンド配
信し、女性の健康課題について普
及啓発。（令和7年3月3日から4月
30日まで配信。申込数351件、累
計再生数526回）

女性の未病に関する情報を発
信する「未病女子navi」に
228,248件(2024年度)のア
クセスがあり、女性が自らの健
康課題に気づき、改善を実践す
る取組が進んだ。

今後もコンテンツのさらなる
充実を図る必要がある。

未病女子対策推
進事業

健康増
進課

健康
医療
局

134

「県周産期救急医療システム」
を運用することで、高度な医療
水準により一貫した対応を24
時間体制で確保できた。
県の出生数は減少傾向にあり、
分娩取扱施設数も減少してい
る。その一方で、今後もハイリス
ク分娩や医療的ケア児は一定
数見込まれる。今後、どのように
県周産期救急医療システムを
安定的に運用させていくかとい
う課題がある。

出生数の減少や高齢出産の
増加など、社会情勢が変化し
ている中でも、安心して子ど
もを産み、育てる環境を整え
る。

・周産期救急医療システムの安定
的な運用

ハイリスクの妊婦から新生
児までに対応する高度な
救急医療体制を確保する
ため、県内を6ブロックに
分けて周産期救急医療シ
ステムを整備するととも
に、システムに参加する受
入病院の運営費に対して
助成する。

周産期救急医療
システムの充実

医療整
備・人
材課

健康
医療
局

139
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140 健康
医療
局

がん・
疾病対
策課

がん（子宮頸・乳
房）予防の推進

がんを早期発見するため
に、がん検診の受診促進な
どの普及啓発やがん検診
従事者の研修を行う。

・がん患者やその家族が、必要なと
きに正しい情報を入手できる防が
んMAPの作成・配布(30,000部）
・がん対策推進員制度の運用
・がん検診企業研修（全12回）
・「ピンクリボンライトアップ2024in
かながわ」の開催、フォトコンテスト
の実施
・普及啓発イベント「リレー・フォー・
ライフ・ジャパン横浜2024」への参
加

がん検診を含む全般的ながん
情報を発信するリーフレットの
制作や、ピンクリボンライトアッ
プと合わせてフォトコンテストを
実施する等、さらなる啓発の拡
充に取り組んだ。

引き続きがん検診の普及啓
発事業を行うとともに、効果
的な手法を検討していく。

141 健康
医療
局

がん・
疾病対
策課

自殺対策事業 「かながわ自殺対策計画」
に基づき総合的な自殺対
策を推進する。

・かながわ自殺対策会議(政令市と
共同開催/親会議)２回開催　（対
面）
  地域部会１回開催
・自殺対策に係る庁内会議１回開催
（オンライン）

関係機関等の意見を参考にし
ながら取組を行った。

自殺者数が高止まりしている
ため、効果的な取組を検討し
ていく。

143 健康
医療
局

がん・
疾病対
策課

X（旧Twitter）
広告事業

X(旧Twitter）の投稿や
検索結果にX(旧
Twitter）を表示し、不安
や悩みを抱える方へ、相談
窓口の周知や誘導をする
もの。

広告表示回数：40,813,350回
リンクへのクリック数：96,430回
相談窓口への遷移件数：3,915回
（内LINE相談への遷移件数：553
回）

クリック数等増えている。 バナー等のリニューアルを行
い、クリック率を向上させてい
く。

144 健康
医療
局

精神保
健福祉
セン
ター

電話相談事業 フリーダイヤルのこころの
電話相談での、こころの健
康に関する悩みについて
の相談対応

・「こころの電話相談」は、神奈川県
の全域を対象に、こころの健康に関
してフリーダイヤルで電話相談を実
施。毎日　24時間(年度初めの4月
１日午前０時から４月１日午前９時ま
では休止します。)63,468件
・「依存症電話相談」は、依存症にか
かわる相談を専用回線にて実施。
月・火曜日　13時30分から16時
30分まで（祝日を除く）380件

電話がつながりにくく、リピー
ターが多いこと。回線数を拡充
し接続率を向上させた。

2024年４月よりプッシュボタ
ン方式を採用し、緊急回線を
設け、緊急ケースへの対応を
行っている。

145 文化
ス
ポー
ツ観
光局

スポー
ツ課

スポーツ推進計
画に基づくス
ポーツ推進の取
組み

スポーツ推進計画に基づ
きスポーツの推進に関する
施策に取り組む。

スポーツ推進計画に基づきスポー
ツの推進に関する施策に取り組ん
だ。

20代～40代を中心とした働く
世代の女性を対象に、商業施設
の活用やプロスポーツチームと
の連携を通じて、運動実践及び
普及啓発を実施し、運動習慣の
定着を促した。その結果、事業
の参加者の９割以上が、日常生
活の中で運動を始めようという
意識が高まった。

令和６年度の事業実施を通し
て得られた成果や課題を踏ま
え、引き続き働く世代の女性
の運動促進事業を実施する。

146 教育
局

総合教
育セン
ター

性に関する指導・
エイズ教育の推
進

学校における性に関する指
導及びエイズ・性感染症予
防教育等に関する知識・技
術の習得を目的に研修会
を実施し、教職員の性及び
エイズ・性感染症予防教育
等に関する実践的指導力
の向上を図る。

・性に関する指導・エイズ・性感染症
予防教育等研修講座（全1回、半日
日程、オンライン（同期型））の実施
（受講対象者　小・中・高・中等教
育・特別支援学校の総括教諭、教
諭、養護教諭）51名受講

性感染症等の性病に偏ることの
ない内容で、包括的な性教育に
ついて受講者自身の知見の向
上はもとより、プレコンセプショ
ン教育を通じ、児童・生徒への
より適切な対応方法が学べる
講義だった。

今後も継続、発展させるべき
講座と考える。

自殺対策の推進に向けて、
県民に自殺対策の理解を
深めてもらうための普及啓
発事業や自殺対策に関す
る情報収集・提供、ネット
ワーク構築、市町村等の支
援を行う「かながわ自殺対
策推進センター」の運営、
身近な存在として支える
ゲートキーパーの人材養
成、多職種による包括相談
会など、関係機関、団体等
と連携した自殺対策事業
を実施する。

自殺対策事業精神保
健福祉
セン
ター

健康
医療
局

②エイズ・性感染症等に対する支援

○こころといのちのサポート事業
（自殺対策）の実施
・自殺予防に関する普及啓発(街頭
キャンペーン等)自殺対策強化月間
に合わせ、パネル展示、ポスター掲
示、リーフレット等の配架。
・自殺対策講演会9/17(火)茅ヶ崎
市地域医療センターで実施。60名
参加。
○かかりつけ医うつ病対応力向上
研修　10/６（日）41名、10/20（日）
58名。2回実施99名参加。
○かながわ自殺対策推進センター
事業の実施
・ゲートキーパー養成研修
17,170名養成。
○多職種による包括相談会の実施
9/17（火）１名、2/15（土）４名。
○こころ・つなげよう電話相談事業
の実施
・こころの電話相談（フリーダイヤル
対応）
○うつ病セミナー　2/5(土）二宮町
で実施。48名参加。

142

・HIV（ヒト免疫不全ウイル
ス）の感染予防を推進する
ため、かながわレッドリボン
運動、青少年エイズ・性感
染症の予防講演会、啓発イ
ベントなどを実施し、県民
のエイズ（性感染症を含
む）に関する正しい理解と
行動への普及啓発を図る。
・HIV感染者・エイズ患者
の歯科診療推進のため、
医療機関の紹介や研修を
行い、県内のHIV歯科診
療体制の充実を図る。
・HIV感染者・エイズ患者
の診療推進のため、研修を
行い、医療従事者の意識
啓発を図る。

・かながわレッドリボン運動：世界エ
イズデーにあわせ強化月間を設定
し、保健福祉事務所での臨時検査
及びイベント実施をとおして推進を
図った。
・青少年エイズ・性感染症の予防講
演会：中学・高校にて開催し予防啓
発を図った。
・地域エイズ予防啓発事業：各保健
福祉事務所・センターを中心とし
て、地域に根差した予防啓発を図っ
た。
・エイズ歯科診療推進事業：医療体
制の構築及び歯科診療紹介制度の
推進を図った。（神奈川県歯科医師
会委託）
・エイズ治療症例研究会開催事業：
医療従事者向け研修を実施し、診
療体制の充実を図った。（神奈川県
医師会委託）

エイズ対策促進
事業

健康危
機・感
染症対
策課

健康
医療
局

147 コロナ感染拡大により中止・縮
小していたイベントを再開した。

感染予防策を適切に行った
上で開催する。

市町村が自殺対策計画を策定
した。県として広域的な推進と
市町村の支援をする地域支援
の事務量も増えたが、地域格差
のないよう支援していくことが
求められ、今後は改定に向けて
の支援が課題。

2024年度は５市町が自殺対
策計画の改定をした。今年度
も引き続き改定をする予定の
市町へ支援を行う。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

148 健康
医療
局

健康危
機・感
染症対
策課

HIV抗体検査及
びエイズに関す
る相談事業

HIV感染の予防及び早期
発見や、感染者及びその
家族の社会的・精神的問
題を軽減するため、即日検
査事業やカウンセリングを
実施し、HIV・検査相談体
制の充実を図る。

・HIV保健センター設置数：１ヶ所
（健康危機・感染症対策課）要請に
応じてカウンセラーを派遣
・HIV検査を６ヶ所で実施（保健福
祉事務所・センター５ヶ所とHIV即
日検査センター１ヶ所）

希望者が検査を受けられるよう
検査体制を維持している。

感染予防対策を適切に行っ
た上で実施する。

150 209 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポート
セン
ター

コミュニティ・カ
レッジ事業

地域におけるさまざまな課
題の解決や、地域の活性
化に向けた取組を行うボラ
ンティアやＮＰＯ等の人材
の育成等を行うため、県民
の学びの場である「かなが
わコミュニティカレッジ」を
開催する。

・主催講座　24講座実施
・連携講座　９講座実施
・特別講座　1講座実施

人気講座の追加実施や、障が
いのある受講生への配慮として
手話通訳者を交えて実施する
など、受講者のニーズに応じて
講座を実施した。

今後も引き続き、オンライン講
座を実施するほか、受講後の
活動に結び付けるためのフォ
ローアップを充実化する必要
がある。

151 教育
局

高校教
育課

ハイスクール人
材バンク事業

学校の教育力の向上を図
り、生徒一人ひとりに目の
行き届いた教育支援を推
進するため、専門的・実践
的な知識を有する民間企
業経験者や豊富な社会経
験を有する地域人材など
を活用する。

県立高校37校で「かながわハイス
クール人材バンク」を活用し、学習
支援員やスクールキャリアカウンセ
ラーによる、学習支援や進路支援を
行い、きめ細かな指導を実現すると
ともに、教員の業務負担の軽減を
図った。

学習支援員やスクールキャリア
カウンセラーは、国庫補助金を
活用した事業であるが、国庫補
助の低減が続く状況であり、安
定的な事業の展開が課題であ
る。

学習支援員やスクールキャリ
アカウンセラーは学校のニー
ズが高い事業であることか
ら、引き続き、予算の拡充に
ついて国へ要望していくとと
もに、安定的に事業を継続で
きるよう、対応を検討してい
く。

152 教育
局

生涯学
習課

県立社会教育施
設の取組

多様化・高度化する県民の
学習ニーズに応えるため、
金沢文庫や生命の星・地
球博物館などの県立社会
教育施設において、各施設
の機能と特色をいかした講
座を実施するなど、生涯学
習を推進する。

県立社会教育施設において、各施
設の機能と特色をいかした講座等
を実施した。

人生100歳時代において、一人
ひとりの「学び」の意欲に応え、
生涯にわたって能動的に学び続
けられるよう、生涯学習の環境
整備がより一層県立社会教育
施設に求められている。

県立社会教育施設の調査研
究を活用した展示事業や教
育普及活動の実施により、県
民に「学び」の機会を提供す
る。

153 教育
局

県立図
書館

「人生100歳時
代」を支える県立
図書館事業

「人生１００歳時代の設計
図」における「学び直し」の
視点から県立図書館の図
書を充実するとともに、講
座を開催する。

県立図書館新本館の開館に合わせ
て2022（R4）年度より、学びを深
める仕掛けとして、「Lib活 after５
ゼミ」を開始している。
また、「学び直し」にかかる資料は、
「自分に相応しいテーマを見つけ
る」ための資料として、各分野の課
題や最新状況が判るような入門書、
平易な論文集など74冊を収集し
た。

人生100歳時代において、一人
ひとりの「学び」の意欲に応え、
生涯にわたって能動的に学び続
けるための資料の整備がより一
層県立図書館に求められてい
る。

「学び直し」にかかる資料は、
当館が従来収集してきた専門
資料への橋渡し的なものでも
あるため、今後とも収集・整
備していく。

154 再掲 産業
労働
局

産業人
材課

職業人生の長期
化・多様化を見据
えたキャリア形成
支援

155 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等におけるラ
イフキャリア教育
の支援

156 再掲 産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢者の就
業支援

157 くらし
安全
防災
局

総合防
災セン
ター

防災担い手人材
の育成

参加者が様々な視点で防
災を考えられるよう、多様
なテーマや手法を取り入れ
た防災講座を実施し、防災
意識の定着を図る。

多様なテーマや手法を取り入れた
防災講座の実施

・防災講座　外国人と防災～外国人
当事者からの体験談を通じて「自
助」「共助」を学ぶ～
（2025年3月30日（日）10名）

男女の参加があり、それぞれの
立場から、テーマである外国人
と防災について、お考えいただ
くことができた。

参加者が様々な視点で防災
を考えられるよう参加対象は
限定せず、多様なテーマや手
法を取り入れた講座を開催
し、防災意識の定着を図って
いく。

③県民が生涯にわたり輝き続けることができる「人生100歳時代」に向けた取組
〇かながわ人生100歳時代ネット
ワークの運営
　【定例意見交換会】
　・「この指とまれプロジェクト」の提
案やネットワークメンバー同士の交
流の場として「定例意見交換会」を
オンラインで開催した。（11回）
　・意見交換テーマ数：46（孤立した
育児を減らす、子育て支援体制に
ついて等）
　・参加者数：延べ351人
　【この指とまれプロジェクトの実
施】
　・企業による高齢者でもできる簡
単な仕事の創出や脳トレ教室など、
連携プロジェクトも含めて計10件の
提案があった。
　【ネットワークメンバーの拡大】
  ・2024年度（221団体）※43団
体追加
〇【神奈川県×Peatix特設ページ
「好きかも！を見つけよう」での情
報発信】
　＜内容＞
　(1)人生100歳時代の生き方の参
考となる著名人インタビュー
　(2)イベント・コミュニティへの参加
で意識や行動が変わった人 の「ス
トーリー」
　(3)県内のおすすめイベント・コ
ミュニティ

149 政策
局

いのち・
未来戦
略本部
室

「人生100歳時
代の設計図」推
進事業

人生100歳時代において、
子どもから大人まで生き生
きと充実した人生を送るこ
とができるよう、県が市町
村、大学、民間企業、ＮＰＯ
等と連携し、「学びの場」や
「活動の場」の創出に向け
て取り組み、コミュニティに
参加しやすい環境づくりを
行う。

ネットワーク団体の加入数は、
参加者の口コミやメディア発信
等により増え続けている。一方
で、「この指とまれプロジェクト」
の提案数は比例して伸びていな
い。

かながわ人生100歳時代ネッ
トワークの会員間の連携によ
り様々なプロジェクトを立ち
上げるとともに、その成果をメ
ディア等と連携しながら広く
発信し、地域課題の解決につ
なげる必要がある。

（再掲　№41）

（再掲　№176）

（再掲　№40）

施策の基本方向４　防災・復興における男女共同参画の推進
①防災・復興における男女共同参画の推進
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

158 24 くらし
安全
防災
局

消防保
安課

女性消防団員の
加入促進

消防団加入促進リーフレッ
トの作成及び消防団員へ
のサービスを提供する店
舗・施設の登録等により、
消防活動のアピールや消
防団員の加入促進を実施
する。

・かながわ消防フェア2024の開
催：体験イベントの開催
・消防団員加入促進リーフレットの
配布
・かながわ消防団応援の店登録制
度の推進

女性消防団員の加入促進に向
けた取組について効果が図ら
れた。

全国的に消防団員が不足し
ていることから、男女ともに消
防団員の募集及び加入促進
が必要であるため、市町村と
連携し対応する。

159 25 くらし
安全
防災
局

消防学
校

消防分野に関わ
る女性人材の養
成

女性消防職団員対象の特
別教育を実施する。

女性消防職団員の活躍推進のため
の特別教育の実施
・消防職員特別教育　女性活躍推
進研修（2025年２月25日（火）40
名）
・消防団員特別教育　女性消防団
員等活性化研修（2025年２月９日
（日）40名）

【消防職員特別教育】
3名の他業種の講師による講義
の後、グループ討議で、女性消
防職員に関する職場の課題を
共有し、解決につなげることが
できた。
【消防団員特別教育】
女性消防団員の災害対応力や
災害知識の向上に貢献した。

【消防職員特別教育】
女性消防職員の多くが、本研
修を修了したことから、2021
年度より男性職員も受講対
象に含めて実施。
【消防団員特別教育】
女性消防団員に対し、実技訓
練を中心に実施。

160 26 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポート
セン
ター

災害救援ボラン
ティア支援人材
の養成

災害救援ボランティアの活
動をコーディネートする人
材を育成する取組を進め
る。

かながわコミュニティカレッジで「災
害ボランティアコーディネーター基
礎講座」の開催
受講者数22名(全３回）

災害救援ボランティアコーディ
ネーターを育成する講座を実施
した。

受講後の活動に結び付ける
ためのフォローアップを充実
化する必要がある。

162 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同参画の
視点から見た市
町村等の地域防
災計画への助言

県防災会議が災害対策基
本法第42条に基づく市町
村地域防災計画への修正
報告を受けた場合におい
て、防災会議幹事として助
言を行う。

随時市町村地域防災計画に対し
て、男女共同参画の視点から見た
助言を行った。
(８つの市町村から照会あり、３つの
市町村へ助言を行った)

「災害対応力を強化する女性の
視点～男女共同参画の視点か
らの防災・復興ガイドライン～」
に基づき、防災計画について助
言を行った。

引き続き、随時市町村地域防
災計画に対して、男女共同参
画の視点から助言を行う。

164 208 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画施
策推進者研修・
情報交換会

かながわ男女共同参画セ
ンター及び各市町村の事
業について情報等を共有
し、男女共同参画について
の施策能力の向上等を図
る研修を実施することによ
り、効果的な事業展開や県
と市町村並びに市町村相
互の連携の強化を図る。

男女共同参画施策推進者研修の実
施(研修１回/15名）

研修を通じた他市町村の担当
者との意見交換、ノウハウや悩
みの共有などのほか、横断的な
ネットワーク形成についての効
果も期待できる。

引き続き受講者アンケートの
意見を活かした研修を実施す
る。

165 54
171

福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画研
修用教材の提供

市町村や企業等において、
男女共同参画についての
理解を深め、男女共同参
画に向けた取組を進めるこ
とに資することを目的とし
た研修に使用できる教材
を提供する。

男女共同参画についての研修用教
材(powerpoint版)を用意し、そ
れぞれ希望に応じて提供。
・「男女共同参画（一般向け）」５件
・「職場における男女共同参画」３件
・「アンコンシャス・バイアス～男女
共同参画の視点から～」５件
・「パートナーへの暴力防止」１件

・費用や企画準備時間、参考資
料がない等の理由から研修開
催に窮する企業や自治体等か
らのニーズがあり、有効利用さ
れ、各組織での男女共同参画
の取組の推進に寄与した。
・最新データへの更新作業の負
担軽減を検討する必要がある。

引き続き希望に応じた研修用
教材を提供する。

166 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画実
践事業

167 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

地域における啓
発活動の促進

168 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画に
関する調査研究

男女共同参画社会を推進
するための課題解決に向
けた調査研究を行う。

・「かながわジェンダーダイバーシ
ティ・データベース」の更新・公表
・中高生向け「ジェンダー平等キャリ
アパンフレット(仮称)」の作成作業
を実施

・中高生がジェンダー・バイアス
に影響されることなく、自由に進
路を選択できるよう啓発資料を
作成中である。
・調査研究事業の効果測定が
難しい。

引き続き優先度の高い今日
的テーマに関する調査研究を
行う。

○　避難所マニュアル策定指針につ
いて、能登半島地震の教訓や女性
の視点を踏まえ、避難所における生
活環境の向上にむけた記載内容の
充実を図った。
○　避難所での女性の良好で安全
な生活環境を確保するため、女性
運営責任者の配置や、女性に配慮
した避難所レイアウトの早期設定、
女性専用のトイレ・更衣室・洗濯干
し場や授乳室の設置に努めること
等、女性の視点を踏まえた避難所マ
ニュアル策定指針について市町村
と共有している。
○　新たに作成した地震防災戦略
において、女性視点を踏まえた防災
対策の取組強化を重点施策に位置
付けた。

県避難所マニュアル策定
指針を参考に、市町村は男
女のニーズの違い等の男
女双方の視点などに十分
配慮する。

より良い避難所
運営に向けた市
町村の取組を支
援

危機管
理防災
課

くらし
安全
防災
局

重点目標４　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備
施策の基本方向１　固定的な性別役割分担意識等の解消のための意識改革
①男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成

②男女共同参画の理解を深めるための情報収集・提供

（再掲　№206）

（再掲　№11）

163 避難所運営に女性の視点を踏
まえることの重要性を周知でき
た

・市町村が避難所マニュアル
の改定等を行う際の助言や
国からの通知等に沿って適宜
対応していく。
・女性の視点を反映した避難
所マニュアル策定指針の内容
を踏まえた市町村の避難対
策について、地震防災戦略に
基づき支援していく。

①市町村男女共同参画部局か
ら19名、避難所運営関係部署
からは34名の参加が得られ
た。アンケート結果から、「参考
になった」「どちらかというと参
考になった」を合わせて96.1%
と満足いただける研修となっ
た。
②避難所運営に女性の視点を
踏まえることの重要性を周知し
ていたため、市町村防災部門か
ら23名の参加が得られた。

①アンケートより、研修講義
内容や対象者等についてご
意見をいただいたため、今後
の研修のあり方を検討する必
要がある。
②避難所における女性の視
点の強化等を共有していく。

男女共同参画の視点からの防災研
修をオンラインで開催した。
県危機管理防災課にて市町村防災
部門に研修の周知を図った。
参加者数57名
(対象者：市町村男女共同参画部
局、防災部門及び避難所運営関係
部署)

男女共同参画の視点を踏
まえて、県職員及び市町村
職員向けの研修を実施す
る。

男女共同参画の
視点からの職員
向け研修の実施

①共生
推進本
部室
②危機
管理防
災課

①福
祉子
ども
みら
い局
②く
らし
安全
防災
局

161

42



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

169 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画に
関する情報発信

男女共同参画の普及・啓
発のため、男女共同参画に
関する様々な情報を収集・
発信するとともに、かなが
わ男女共同参画センター
が実施する事業のＰＲな
ど、ホームページやメール
マガジンなど、多様な媒体
を使って情報発信を行う。

メールマガジン「かなテラス通信」に
より、講座・イベント情報や公募委員
の募集案内等の情報発信を実施
（18回）

ホームページのアクセス数や
メールマガジンの登録者数をど
のようにして増やしていくのか
が課題である。

引き続き必要な情報を発信す
る。

170 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画に
関する行政資料
等の提供

男女共同参画に関する行
政資料等を収集・整理し、
県民の利用に供する。

・男女共同参画などに関する行政資
料等の収集、整理を行い、情報提供
や貸出を実施
・インターネットを活用し蔵書検索や
資料・交流コーナー情報を提供
・講座、セミナー等開催時に関連し
た図書を紹介
・令和６年７月１日より県藤沢合同
庁舎工事に伴い資料・交流コーナー
の利用休止中（令和７年８月利用再
開）

男女共同参画などに関する行
政資料等の利用をどのようにし
て増やしていくのかが課題であ
る。

・引き続きより多くの県民の
利用に供することができるよ
う、ホームページ等により所
蔵している図書等の周知を行
う。

171 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画研
修用教材の提供

172 22 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同参画教
育の推進

子どもの頃から男女共同
参画意識を育むため、男女
共同参画教育参考資料を
作成し、政令市内を除く県
内の全小学校に配布する。

男女共同参画教育参考資料「こん
な子いるよね」を、横浜・川崎・相模
原市を除く県内の全小学校（5年生
を対象）に配布した（29,600部作
成、394校に配布）。

平成21年度に改訂を行った内
容で配布しているが、配布校向
けアンケートで、内容の改善に
ついて意見をいただいており、
児童をとりまく現状に合わせた
見直しの必要がある。

現在の状況に合わせた内容
にするため、改訂に向けた検
討を行う。

173 教育
局

生涯学
習課

家庭教育の重要
性への理解を深
めるための支援

子どもの「生きる力」の基
礎的な資質や能力を培う
「家庭」の教育力の充実の
ための学習資料を発行し、
男女平等意識などについ
ても中学生の保護者等に
対し必要な情報提供・啓発
を行う。

家庭教育学習資料｢家庭教育ハン
ドブック　すこやか」の作成と配付
・内容　思春期の特徴、子どもと保
護者の関係、保護者の役割等
・配付対象　中学新入生の保護者
（政令市を除く）
・発行部数　41,000部

アンケートを行ったところ、家庭
教育の推進に役に立つと思うと
の回答が約９割であり、保護者
の役に立てることができた。

子育てに関し悩みや不安を抱
える保護者の方に向けて情報
提供による支援をする必要が
あるため、今後もハンドブック
の作成、配付を継続し、普及
啓発を図っていく。

176 21
15
5

福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等における
ライフキャリア教
育の支援

固定的な性別役割分担意
識にとらわれず、個性と適
性に応じたキャリア（生涯
にわたる生き方）を選択で
きるよう、大学等における
ライフキャリア教育を支援
する。

・大学生向けに啓発冊子を4,000
部印刷、配布
・高校生向けに啓発冊子をデータに
て配布
・高校におけるライフキャリア出前講
座の実施（１校１回）
・中学校におけるライフキャリア出前
講座の実施（７校７回）

中学校の出前講座は(７校７回)
で令和６年度実施校は増加し
た。一方、高校及び大学におけ
る実施回数は減少した。
また、実施校へのアンケートで
は、内容について好評を得た。

関係課と連携し周知を促しつ
つ、活用状況の把握を行い、
事業実施方法等について見
直しを検討する。

（再掲　№165）

施策の基本方向２　子ども・若者に向けた意識啓発
①子ども・若者に向けた男女共同参画意識の醸成

175 ・全県立高校におけるキャリア教育
の推進
・「県立高等学校等進路指導説明
会」を年２回開催し、県立高校の進
路指導担当教諭に周知した。

県立高等学校等進路指導説明
会等をとおして、キャリア教育の
推進・進路指導の充実を図るこ
とができた。また、キャリア教育
体験発表会の開催をとおして、
優良事例を発信し、周知を図る
ことができた。

今後も事業を継続し、キャリ
ア教育の推進・進路指導の充
実を図る。また、体験発表会
の開催などをとおして、優良
事例を発信し、周知を図る。

生徒の望ましい勤労観・職
業観を育て、男子向き女子
向きといった固定的な考え
方にとらわれず、生徒一人
ひとりが主体的に進路を選
択する能力・態度を身に付
け、幅広い分野に進むこと
ができるようにする。また、
各校ごとのキャリア教育実
践プログラムや就業体験な
どの体験活動を充実させ
るとともに、かながわキャリ
ア教育体験発表会の開催
などの取組を通じて、キャ
リア教育の推進・進路指導
の充実を図る。

キャリア教育の
推進
[生徒向け]

高校教
育課

教育
局

男女共同参画社会の実現
のため、誰もが性別に関わ
らず、自分らしい生き方を
選択し、お互いを認め合う
対等な人間関係を築く力
を育成する若年層（中高
生）向け意識啓発事業とし
て、中高生に身近なテーマ
（メディア、人間関係、進
路）を通して、考えるヒント
や気づきが得られる出前
講座を実施する。

①ジェンダー平等×メディアリテラ
シー講座の実施（９回/2,101名）
②デートＤＶ防止啓発講座の実施
（10回/1,230名）
③ジェンダー平等×ミライガイダン
スの実施（４回/1,295名）

・講座の実施により、性別に関
わらず自分らしい生き方や対等
な人間関係を考える機会を提
供することができた。
・「理工系キャリア支援講座」か
ら「ジェンダー平等×ミライガイ
ダンス」としてリニューアルした
結果、申込希望の増加に繋がっ
た。

例年、アンケート結果も良好
であるため、引き続き、参加
者アンケートの意見を活かし
た事業を展開する。

若年層向け普及
啓発事業

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

福祉
子ど
もみ
らい
局

174

43



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

180 教育
局

行政課 男女共同参画推
進教育研修の充
実

教職員の意識啓発と男女
共同参画教育を実践する
上での課題解決を図るた
め、男女共同参画教育に
ついての研修を行う。

・人権教育指導者養成研修講座（人
権教育担当者等24名が参加し、男
女共同参画社会実現に触れた１回
を含む、全８回の実施）
・県市町村人権教育担当者研修会
（人権教育担当者等30名が参加
し、男女共同参画社会実現に触れ
た１回を含む、全４回の実施）

外部講師を招いた研修の実施
により、県内の指導主事、県立
学校教職員等の意識啓発を行
うことができた。

引き続き各取組を実施してい
く。

181 131 教育
局

行政課 人権教育指導者
養成研修講座の
実施

人権教育の推進を図るた
めの指導者を養成する研
修を実施

県教育局及び教育機関、市町村教
育委員会に所属する指導主事、社
会教育主事、事務職員及び人権教
育研究校の教職員を対象に開催
（人権教育担当者等24名が参加
し、男女共同参画社会実現に触れ
た１回を含む、全８回の実施）

外部講師を招いた研修の実施
により、県内の指導主事、県立
学校教職員等の意識啓発を行
うことができた。

引き続き実施していく。

182 132 教育
局

総合教
育セン
ター

人権教育研修講
座の実施

県立学校の人権教育の推
進について中心的な役割
を果たす校長、副校長、教
頭及び人権教育を担当す
る教職員が人権問題及び
人権教育に関する認識の
深化をさせることにより、県
立学校における人権教育
の推進を図ります。

・「県立学校人権教育研修講座」を
オンライン（オンデマンド型）にて実
施（受講対象者　県立学校校長、副
校長・教頭、人権教育担当者等）
517名受講

学校現場の実態に即した内容
で、直ぐに現場に対応ができる
部分ばかりで、校長からの評判
も非常に良かった。

次年度も現場に即した人権
問題を扱う事で、現場の支援
になるような研修にしていき
たい。

人権が真に尊重される社
会の実現をめざし、学校・
地域等において、より充実
した人権教育が推進できる
よう人権教育の指導者を
養成することを目的とした
人権教育指導者養成研修
講座を実施し、その中に
「女性の人権」というテーマ
を設ける。
また、県立学校人権教育校
内研修会に対し、講師の派
遣などの支援を行う。

・人権教育指導者養成研修講座（人
権教育担当者等24名が参加し、男
女共同参画社会実現に触れた１回
を含む、全８回の実施）
・県立学校人権教育校内研修会に
対する支援（外部講師への報償費
の負担、講師の派遣）
・人権教育ハンドブックをホーム
ページに掲載し研修会等で活用。
県立学校掲示用の啓発ポスターを
配付。

179 教育
局

行政課 人権教育の推進 外部講師を招いた研修の実施
により、県内の指導主事、県立
学校教職員等の意識啓発を行
うことができた。

引き続き各取組を実施してい
く。

・「初任者研修講座」 講義「人権教
育」をオンライン（オンデマンド型）に
て実施　（受講対象者　幼・小・中・
高・中等教育・特別支援学校の教
諭、養護教諭、栄養教諭）991名受
講
・「中堅教諭等資質向上研修講座」
講義「人権教育」をオンライン（オン
デマンド型）にて実施（受講対象者
小・中・高・中等教育・特別支援学校
の教諭、養護教諭、自立活動教諭、
栄養教諭）824名受講
・「新任教頭研修講座（県立学校）」
講義「人権教育の推進」（全１回 30
分程度）の実施　46名受講
・「新任指導主事研修講座」講義・演
習「人権教育の推進」（全１回１時間
20分程度）の実施　105名受講

受講者に合わせ、学校での推進
に役立たせる内容を扱うことが
できた。

今後も継続して行う。男女平等教育についての
意識の啓発を図り、学校に
おいてその推進に役立て
るため、男女平等教育に係
る研修講座を実施

男女平等教育研
修の充実

総合教
育セン
ター

教育
局

183

①引き続き各取組を実施して
いくとともに、調査結果を踏ま
えた意識啓発等を進めてい
く。
②引き続き、相談の内容を分
析し、予防や再発防止につな
げられる手立てを模索してい
く。

県立学校におけるセクシュ
アル・ハラスメントの防止に
取り組む。

県立学校におけ
るセクシュアル・
ハラスメント防止
対策

①行政
課
②総合
教育セ
ンター

教育
局

177

学校・家庭・地域における、
いじめや不登校、子育てに
伴う保護者の悩みや教育
上の課題について、助言や
情報の提供、カウンセリン
グ、コンサルテーション、医
療相談等を通して、教育
的・心理的な支援を実施
「24時間子どもＳＯＳダイ
ヤル」の実施
「中高生ＳＮＳ相談＠かな
がわ」の実施
「体罰に関する相談窓口」
及び「県立学校におけるセ
クシュアル・ハラスメントに
関する相談窓口」の設置

・学校・家庭・発達等に関する教育
相談を電話、来所、Ｅメール、ＳＮＳ、
学校訪問等で受け、計17,620件に
対応。
・コンサルテーションとして、学校訪
問を41校で実施。
・教職員等が精神科医に相談する
医療相談を44件実施。

相談者のニーズに応え、様々な
方法で、安心・安全を第一に教
育相談を実施した。学校や家庭
における子どもの様々な悩みや
困りごとへ丁寧に対応した。ま
た、学校訪問相談等を通して、
子どもを支える学校や教職員の
相談に対応した。

引き続き、相談者のニーズに
応えられるように相談を実施
する。

教育相談の実施総合教
育セン
ター

教育
局

178

②学校現場における基盤整備
①
・教職員向け啓発資料を全県立学
校へ配付
・教育実習生向け啓発用チラシを全
県立学校へ配付
・県立学校掲示用の啓発ポスターを
全県立学校へ配付
・県立高等学校（全日制・定時制・通
信制）、県立中等教育学校 （後期課
程）、県立特別支援学校（高等部）
のすべての生徒（約116,000人）を
対象に、調査を実施。
・県立学校人権教育校内研修会に
対する支援（外部講師への報償費
の負担、講師の派遣）
②
・県立学校におけるセクシュアル・ハ
ラスメントに関する相談窓口による
相談を実施。Ｅメール相談は43件、
電話相談は19件、合計62件に対
応。
・児童・生徒向け啓発資料の配付

①教職員による不用意な言葉
がけなどが見られるため、教職
員への注意喚起や意識啓発が
必要である。
②被害者の救済を最優先に考
え、被害者を含む当事者にとっ
て、適切かつ効果的な対応は何
かという視点を常に持ち相談に
応じた。被害を深刻化させたり
拡大させたりしないように、正確
な情報収集と迅速かつ適切な
対応を心掛けた。相談内容をま
とめ、関係課と情報共有するこ
とで、再発防止につなげた。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

185 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

講座・フォーラム
等における託児
室の設置促進

子育て期の親が、育児を心
配することなく講座・フォー
ラム等に参加できるよう、
託児の設置を促進するた
め、「県が実施する事業に
おける託児に関する方針」
の周知を行うとともに、実
施状況等について把握・周
知する。

・「県が実施する事業（講座、フォー
ラム等）における託児に関する方
針」の周知を行った。
・託児室設置状況調査を実施した。

事業を行う際、託児室設置の案
内を行った。

引き続き、託児室設置の案内
を行う。

187 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

保育所等の整備
促進

待機児童を解消するととも
に、多様な保育ニーズに対
応するため、保育所の整備
等を進める市町村の取組
を支援する。

待機児童の削減のため、引き続き
保育環境の整備を推進していく市
町村を支援

待機児童対策を行う市町村に
対して補助することで、保育所
ニーズの受け皿確保を図った。

待機児童の削減のため、引き
続き保育環境の整備を推進
していく市町村を支援する。

188 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

多様なニーズに
対応した保育
サービスの充実

保育ニーズの多様化に対
応するため、保育所が行う
延長保育、病児保育などの
保育サービスの拡充を図
る。

保護者等の就労の有無にかかわら
ず、すべての子育て家庭や子どもに
対する子育て支援を充実するため、
地域子ども・子育て支援事業を実
施する市町村が地域のニーズに
合った事業を円滑に行うことができ
るよう、市町村に対して支援を行っ
た。

病児保育事業を行うために必
要な施設の運営費等を支援す
る市町村に対して補助すること
で、病児、病後児の受け皿確保
を図った。

今後も需要の増加が見込ま
れるため、引き続き事業を継
続する。

190 福祉
子ど
もみ
らい
局

私学振
興課

私立幼稚園等の
預かり保育の促
進

保護者の保育ニーズに応
えるため、預かり保育を実
施する私立幼稚園等に対
し補助することにより、保
護者及び私立幼稚園等の
経費負担の軽減を図る。

預かり保育を実施する私立幼稚園
等に対して補助した。

多様な保育ニーズに対応するこ
とで子育て支援の向上が図ら
れた。

引き続き、預かり保育を実施
する私立幼稚園等に対して補
助を行う。

191 福祉
子ど
もみ
らい
局

私学振
興課

私立幼稚園等の
地域開放事業の
促進

地域との連携を深めるた
め、保護者に対する教育相
談事業や地域とのふれあ
い交流事業などを行う私
立幼稚園等に対し補助す
る。

地域開放を実施する私立幼稚園等
に対して補助した。

地域の方々に対する子育て支
援の一層の充実が図られた。

引き続き、地域開放を実施す
る私立幼稚園等に対して補
助を行う。

次世代
育成課

福祉
子ど
もみ
らい
局

・市町村が実施する保育
所・幼稚園・認定こども園
への給付費の一部を負担
する。
・病気や病後の児童を保護
者が家庭で保育できない
場合に病院・保育所等の付
設スペースで預かるため
の施設整備や事業に取り
組む市町村に対して補助
する。
・保護者が仕事などにより
昼間家庭にいない小学校
就学児童に放課後の居場
所を提供するため、放課後
児童クラブの施設整備や
運営に取り組む市町村に
対して補助する。

・子ども子育て支援法に基づき、市
町村が支弁する施設型給付費等の
支給に要する費用の一部を負担す
ることにより、子どもが健やかに成
長するよう支援した。
・病児保育事業を行うために必要な
施設整備等を支援する市町村に対
して補助することで、病児、病後児
の受け皿確保を図った。
・放課後児童クラブの施設整備や運
営に取り組む市町村に対して補助
を行った。

・市町村からの申請に対して、
適正に給付した。
・病児保育事業を行うために必
要な施設整備等を支援する市
町村に対して補助することで、
病児、病後児の受け皿確保を
図った。
・すべての市町村に対して助成
を行うことで、放課後児童クラ
ブの実施を推進できた。

189 ・地域型保育事業の卒園
時の受け皿を確保するとと
もに保育の質の向上を図
るため、保育所・認定こど
も園に加え、新たに幼稚園
を対象に、連携に要する経
費の一部を補助する。
・年度途中に増加する低年
齢児の入所希望に対応す
るため、０歳児を年度途中
に定員超過して受け入れ
るための保育士を年度当
初から雇用する保育所等
に対し、保育士の雇用経費
を補助する。
・待機児童対策を推進する
ため、保育所の緊急整備
や認定こども園の整備等を
支援する市町村に対して
補助する。
・認可外保育施設に対し
て、重大事故の防止を目的
とした研修の実施や、睡眠
中、食事等の重大事故が
発生しやすい場所での巡
回指導を行う。

・地域型保育事業連携対策緊急支
援事業費補助は廃止
・低年齢児受入対策緊急支援事業
費補助事業の実施により、待機児
童の多くを占める０歳児の待機児
童解消を図った。
・賃貸物件において保育所等の運
営を行う場合、都市部など局地的に
賃借料の実勢価格と公定価格の額
が乖離している地域について、その
乖離分を補助し、安定的な運営に
資した。
・引き続き保育所の緊急整備等を
支援する市町村に対して補助する
ことで、保育の受け皿確保を図っ
た。
・死亡事故等の重大事故の防止を
内容とした研修の実施や睡眠中、食
事中、水遊び中等の重大事故が発
生しやすい場面での巡回支援を
行った。
研修参加人数53名。
巡回実施施設数262施設（目標達
成率100％）

待機児童対策を行う市町村に
対し補助することで、待機児童
解消を図った。

待機児童は未だ一定数いる
ため、引き続き市町村と連携
して、待機児童のうち高い割
合を占めている低年齢児受
入支援や保育所等の整備等
を進め、保育ニーズの受け皿
の確保に努める。

待機児童対策の
推進

・今後も幼児期の教育・保育
の提供体制の確保・充実等が
図られるよう、適正な給付に
努める。
・病児保育については、今後
も需要の増加が見込まれるた
め、引き続き事業を継続す
る。
・放課後児童クラブの登録児
童数は年々増加しており、今
後も需要の増加が見込まれ
ることから、引き続き事業を
継続する。

幼児期の教育・
保育の提供体制
の確保・充実等

次世代
育成課

福祉
子ど
もみ
らい
局

186

・「キャリア教育研修講座」
キャリア教育の取組につい
て理解を深め、神奈川県に
おけるキャリア教育の推進
に向けて意欲を高める。
・「シチズンシップ教育研修
講座」
シチズンシップ教育につい
て教職員の理解を深める
とともに、教職員が推進、
改善に向けた視点を得て
自校の実践にいかす。
※高・中等は上記２講座を
隔年で受講

・「キャリア教育研修講座」（全１回、
半日日程）の実施（受講対象者
幼・小・中・高・中等・特支の総括教
諭または教諭、各課程１人）　177名
受講
・「シチズンシップ教育研修講座」オ
ンライン（オンデマンド型）の実施
（高・中等の総括教諭または教諭）
80名受講

・今年度より、キャリア教育の充
実を図るために全校種を交えた
研修として実施した。協議では
他校種の情報を収集したり、取
組を共有したりすることができ
た。
・今年度キャリア教育から切り
離し、シチズンシップ教育単独
で講座の設定をした。テーマが
絞れたことは狙いを明確にする
うえでよかったと思われる。

・協議内容を工夫し、課題解
決のヒントを得られるような
内容を検討していく。
・シチズンシップ教育につい
ては、取組の全体像の理解と
個別の実践事例に触れるとい
う今の形態を継続していく。

キャリア教育の
推進
[教員向け]

総合教
育セン
ター

教育
局

184

施策の基本方向３　育児・介護等の基盤整備
①育児等の基盤整備
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

192 健康
医療
局

医療整
備・人
材課

院内保育の推進 看護職員等の子育てを支
援することにより、看護職
員等の就業の継続や再就
職の促進を図るため、院内
保育事業運営費のうち、保
育士等の給与費の一部を
補助する。

・補助対象：日赤、厚生連、共済組
合、学校法人、医療法人等
・補助件数：109施設

早朝・夜間の勤務が生じる医療
従事者が、子育てをしながら働
き続けられる職場環境の整備を
支援することができた。

早朝・夜間の勤務が生じる医
療従事者が、子育てをしなが
ら働き続けられる職場環境の
整備を支援するため、引き続
き、本事業を継続していく必
要がある。

193 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

放課後児童対策
の充実

保護者が昼間家庭にいな
い小学校就学児童等に放
課後の居場所を提供する
放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）を実
施推進する経費を市町村
に対して助成する。

放課後児童クラブを設置・運営して
いる市町村に対し、放課後児童クラ
ブの運営費助成を行った。

すべての市町村に対して助成を
行うことで、放課後児童クラブ
の実施を推進できた。

放課後児童クラブの登録児
童数は年々増加しており、今
後も需要の増加が見込まれ
ることから、引き続き事業を
継続する。

195 産業
労働
局

雇用労
政課

家事支援外国人
受入事業

女性の活躍促進や家事支
援ニーズへの対応 等の観
点から、 国家戦略特別区
域制度を活用して、外国人
家事支援人材の試行的受
入れを行う。

「第三者管理協議会」において、事
業が適正に行われるよう事業実施
の確認、監督等を行った。

特定機関における外国人家事
支援人材の受入人数の増加や
家事支援サービスの利用回数
の増加等の事業実績を上げて
きた中で、「第三者管理協議会」
は監査等によって、事業の適正
かつ確実な実施体制を確保し
てきた。

今後も継続して、「第三者管
理協議会」において、事業が
適正に行われるよう事業実施
の確認、監督等を行ってい
く。

196 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

ケアラー支援事業

197 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

老人福祉施設等
の整備

人口の高齢化が急速に進
行し、在宅での介護が困難
な高齢者の増加が見込ま
れる中、老人福祉施設等を
着実に整備するため、特別
養護老人ホーム、介護老
人保健施設等の民間老人
福祉施設等の整備に対し
助成する。

特別養護老人ホームの整備 施設建設予定地の市町村が当
該市町村介護保険事業計画に
位置付けるものに対して補助を
行っており、令和６年度は、特別
養護老人ホーム（県域・広域型）
については、補助対象事業者の
事業中止等により補助を実施し
なかった。（介護老人保健施設
等については整備予定なし。）

今後も地域の実情を踏まえつ
つ、施設整備を促進していく。

198 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

地域包括支援セ
ンター職員に対
する研修

地域包括支援センターに
配置される職員を対象に、
事業実施に必要な知識・技
術を修得するための研修
を実施する。

地域包括支援センター（初任者・現
任者・管理者）研修の実施

地域包括支援センター職員に
対し、初任者　99名、現任者
107名、管理者71名（いずれも
修了者数実績）に対して事業実
施に必要な知識・技術を習得す
るための研修を実施することが
できた。

引き続き地域包括支援セン
ター職員をサポートするため
に、知識や技術を習得するた
めの研修を実施する。

199 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

介護支援専門員
の業務の支援

介護保険制度運営の要で
ある現任の介護支援専門
員に対して継続的に研修
を実施することにより、そ
の資質の向上を図る。ま
た、地域包括ケアシステム
の構築に向けた地域づくり
を実践することのできる主
任介護支援専門員を養成
する。

・専門研修の実施　専門研修課程
Ⅰ ５回／専門研修課程Ⅱ 11回
・再研修の実施　５回
・主任介護支援専門員研修の実施
１回
・主任介護支援専門員更新研修の
実施　２回

再研修の実施により、介護支援
専門員として実務についていな
い者又は実務から離れている
者に対し、介護支援専門員とし
て必要な知識、技術の再修得を
図った。
地域包括ケアシステムの要とし
ての役割を担う主任介護支援
専門員としての高度な連絡調整
力、助言及び指導力の修得に
資することが出来た。

引き続き、各研修を毎年度実
施し、受講希望者の受講機会
を確保することで、介護支援
専門員の資質の向上及び主
任介護支援専門員の養成を
図る。

200 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

訪問介護員の養
成

介護員養成研修を行う民
間事業者等の指定を行
い、研修の受講機会を確
保することにより、養成に
努める。また、研修の指定
にあたっては、一定の基準
に基づく研修事業者の指
定や指定事業者の指導を
通じて、質の高い人材の養
成を目指す。

・初任者研修事業者及び研修の指
定
・初任者研修の実施　　460回
・初任者研修修了者数　4,499名
・生活援助従事者研修事業者及び
研修の指定
・生活援助従事者研修の実施　　２
回
・生活援助従事者研修修了者数
13名

適宜、指定事業者への指導・調
整を行い、適切な研修の実施と
養成数の確保を図った。

引き続き、一定の基準に基づ
く研修事業者の指定を行い、
研修の受講機会を確保して
いくとともに、指定事業者の
指導を通じ質の高い人材の
養成に努める。

201 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

高齢者虐待防止
の取組の推進

高齢者虐待の相談や事実
確認、養護者の支援等の
対応に関わる市町村、地域
包括支援センター、保健福
祉事務所の職員を対象に、
より専門的かつ実践的な
知識・技術の習得を目的と
した研修を実施する。

虐待防止関係職員研修の実施（年
３回計１０２名参加）
※オンライン開催

初任者向け研修、実務者向け
研修の二通りを実施したことに
加え、研修にグループワークに
よる意見交換の時間を取り入れ
たり、研修後の質問に対して研
修講師と調整の上回答したこと
で具体的な疑問や課題の解決
につなげることができた。

引き続き、初任者向け研修、
実務者向け研修（養護者）、
実務者向け研修（養介護施設
従事者）の三通りの研修を実
施予定。

194 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

保育士をはじめ
とした子育て支
援人材の確保育
成

・年3回目の保育士試験と
して、国家戦略特区を活用
した県独自の地域限定保
育士試験を実施し、県内の
保育士確保を図る。
・一定の経験を積んだ保育
士等を対象に、アレル
ギー、虐待、乳児保育など
各分野のスペシャリスト
（保育エキスパート）等を養
成し、保育の質の向上と就
業継続の支援を図る。
・子育て支援分野の各事業
に従事する子育て支援員
や放課後児童クラブに配
置が必要な放課後児童支
援員等の資格を付与する
研修を実施する。

地域限定保育士試験や子育て
支援員研修等の実施により県
内の子育て支援人材を確保す
ることができた。

地域限定保育士試験や子育
て支援員研修等の実施により
人材確保に努めているが、今
後もニーズの増加が見込ま
れるため、引き続き保育士等
の子育て支援人材の確保が
必要であり、併せて保育の質
の向上を図るため、事業を継
続する。

・全国共通の試験（年２回）に加え
て、年３回目となる県独自の地域限
定保育士試験を実施し、1,915人の
受験者、343人の最終合格者が
あった。
・保育エキスパート等研修を、8分
野計72講座、定員6000人規模で
実施した。
・保育エキスパート等研修を実施す
るにあたっての、保育士が研修に出
席する際の代替保育士の雇用経費
を補助した。
・保育士・保育所支援センターによ
り、計６回の就職相談会や就職支援
セミナーを開催し、無料職業紹介事
業も含めた採用実績は、計53名で
あった。
・子育て支援員研修を、４期、計31
コース研修を開催、1,349人が受
講した。
・放課後児童支援員認定資格研修
を２地域及びＺＯＯＭにおいて年14
回開催し、1,528人の修了認定を
行った。

（再掲　№205）

②介護の基盤整備
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

202 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

認知症施策の推
進

認知症介護の経験者等
が、認知症の人や家族等
からの介護の悩みなど認
知症全般に関する相談を
電話で行い、認知症医療、
介護の適切な関係機関へ
つなぐ「かながわ認知症
コールセンター」を設置し、
精神面も含めた様々な支
援ができるよう、相談体制
を充実する。

「かながわ認知症コールセンター」に
よる電話相談の実施
（相談件数1,347件、開設日数155
日）

相談件数が増加傾向にあり、周
知が進んでいるものと考えられ
る。家族懇談会や地域のつどい
は定期的に開催することがで
き、会員同士の交流の場を設け
ることができている。

今後も、積極的に県のたより
やInstagram等で広報・周
知を行い、必要とする人が
サービスを利用できるよう、
週３回開設するなかで、認知
症の人やその家族等に対す
る電話相談を着実に実施す
る。

203 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

認知症高齢者地
域対策事業

家庭における介護負担を
軽減するため保健福祉事
務所では、認知症高齢者
やその家族に対して、医師
や保健師が専門性を活用
した相談や訪問指導を行
う。

・認知症疾患相談・訪問・支援事業
の実施
専門医師等による定例相談回数73
回　136名
電話・面接等の随時相談件数
1,061件
訪問件数延75件
・認知症初期集中チーム員会議等
の専門職派遣事業の実施55回

定例相談や訪問活動の件数
は、増加傾向にあり、市町村等
と連携した支援体制の構築が
図れている。地域により、相談
件数等の差があり、地域の状況
と合わせて支援ニーズを把握し
ていく必要がある。

市町村、保健福祉事務所担
当者会議等で、ニーズ把握を
継続実施し、効果的な活動に
ついて検討していく。

204 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

地域支援事業交
付金の交付

高齢社会の進展に対応し
て、要支援・要介護状態に
なることを予防・軽減等す
るため、地域支援事業とし
て介護予防事業や家族介
護支援、日常生活支援の
ための事業を推進するとと
もに地域における包括的・
継続的マネジメント機能を
強化していく。

　市町村が地域支援事業（介護予
防・日常生活支援総合事業）として
実施する下記事業に対し、交付金を
交付。
・訪問型サービス
・通所型サービス
・その他生活支援サービス
・一般介護予防事業　等
（全33市町村実施）

各市町村が、地域の実情とニー
ズに対応した左記介護予防事
業に取り組むことができた。

引き続き交付金による支援に
努める。

206 167 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

地域における啓
発活動の促進

地域における男女共同参
画社会の実現に向けて市
町村やＮＰＯ等と連携し
て、地域の実情に応じた講
座を開催する。

男女共同参画推進市町村連携事業
の実施（16回/935名）

市町村やＮＰＯと連携すること
により、地域の実情に応じた男
女共同参画推進の啓発事業を
実施することができた。

引き続き今日的課題解決の
手がかりとなる視点も含め、
地域の実情に応じた講座等
の啓発事業を実施する。

207 16 政策
局

ＮＰＯ
協働推
進課

NPO活動への
支援や情報提供

ＮＰＯ活動を支援するため
に、相談や情報提供、説明
会等を実施する。

ＮＰＯ法人の設立・運営等に関する
相談、情報提供、説明会等の開催
（法人設立事務説明会５回開催・
40名出席、県指定・認定NPO法人
制度説明会４回開催・50名出席）

男女共同参画を含む、あらゆる
分野のNPO法人の設立等を支
援しているため、この取組の実
績値のみで効果や課題を記載
することが難しい。

引き続き、NPO活動を支援
するために、相談や情報提
供、説明会等を実施する。

208 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画施
策推進者研修・情
報交換会

209 再掲 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポート
セン
ター

コミュニティ・カ
レッジ事業

210 再掲 ①②
福祉
子ど
もみ
らい
局
③健
康医
療局

①共生
推進本
部室
②青少
年課
③が
ん・疾
病対策
課

NPO法人との協
働事業の推進

211 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同参画実
践事業

212 再掲 教育
局

生涯学
習課

家庭教育協力事
業者連携事業

196205 ＜相談窓口＞
相談件数　ＬＩＮＥ：363件　電話：
54件
＜ケアラー支援専門員＞
ケアラー支援専門員が講師として登
壇した研修会　27回
支援制度や福祉サービス等に関す
る情報提供　19件
ヤングケアラー等の支援に係るコー
ディネート　15件
＜居場所づくり＞
ケアラーズカフェの新たな設置等に
係る経費補助　６か所
＜広報＞
県内に営業所のあるバス会社９社
の路線及び地域情報誌に１か月間
広告を掲出
バス広告　3,963枚
地域情報誌枠広告　1,394,220枚

相談窓口では、思いを傾聴する
ほか、必要に応じて具体的な支
援窓口を紹介するなど、ケア
ラー専門の相談窓口として役割
を果たすことができた。
ケアラー支援専門員は、ケア
ラーに関する研修会への講師登
壇等を通じて支援機関とのネッ
トワーク構築を進め、県内にお
けるケアラー支援の周知・理解
促進に貢献した。
広報では、相談件数やLINEの
友だち登録者数の増加につな
がり、当該事業の認知度向上に
貢献した。

相談窓口では、引き続き相談
窓口の認知度向上に取り組
む。
ケアラーズカフェについては、
引き続き新規立ち上げを支援
するとともに、ケアラーに情報
提供していく。

既存の各種支援制度のは
ざまに陥りがちなケアラー
（家族などを無償で介護す
る人）を支援するため、相
談窓口やケアラー支援専
門員の設置等を行う。

ケアラー支援事
業

高齢福
祉課

福祉
子ど
もみ
らい
局

（再掲　№64）

（再掲　№11）

（再掲　№128）

（再掲　№150）

（再掲　№164）

重点目標５　推進体制の整備・強化
施策の基本方向１　多様な主体との協働
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 局名 所管所属 事業の名称 2024(R6)年度事業実績 一次評価

213 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

ジェンダー主流
化の推進

ジェンダーの視点を持っ
て、すべての政策、施策及
び事業を立案・企画する
ジェンダー主流化を庁内及
び市町村に普及する。

ジェンダーの視点を持って、すべて
の政策、施策及び事業を立案・企画
するジェンダー主流化を庁内に普
及するため、人権男女主任者に向
けて、「ジェンダー主流化の促進に
ついて」をテーマとする研修を実施
した。

人権男女主任者に向けて研修
を実施した。
受講者アンケートにおいて、ジェ
ンダー主流化の認知度が
66.3%だったことから、さらな
る周知が必要である。

また、ともいき主流化・当事者
目線主流化とともに「３つの主
流化」推進を目的とした統一
感のある研修方法等の検討
を行う。

214 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

ジェンダー統計
の推進

男女の置かれている状況
を客観的に把握するため、
各種調査の実施にあたっ
ては可能な限り男女別
データ把握できるよう努め
るジェンダー統計につい
て、庁内及び市町村に普及
する。

・有識者の監修のもと、庁内向け啓
発資料を作成した。
・ジェンダー統計の推進のため、引
き続き国へ、性別情報の取扱いに
関するガイドラインを策定し、全国
調査を行う際はこれに基づき実施
することを要望した。

作成した資料を基に、取組が進
むよう周知・啓発を行う必要が
ある。

職員全体に向けた周知・啓発
を行う。

215 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同参画に
配慮した行政刊
行物の作成

行政自らが行う広報や県
民に提供する刊行物等に
ついて、人権や男女共同
参画の観点から適切な表
現をするように配慮する。

男女共同参画の視点から適切な表
現がされるよう、ガイドラインを示し
た。

LGBTQへの理解の広がりをは
じめ社会の多様化が進んでい
る一方、男女の固定的な性別役
割分担意識の考え方はまだ根
強い。

引き続き、男女共同参画の視
点から適切な表現がされるよ
う、行政刊行物を作成する際
の相談を実施するとともに、
多様化に合わせた表現等に
も配慮する必要がある。

216 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

審議会等委員へ
の女性の参画推
進

217 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

かながわ男女共
同参画推進プラン
の進行管理

年次報告書等によるプラン
進捗状況を公表する。

男女共同参画の県の取組や進捗状
況を取りまとめた年次報告書の作
成、神奈川県男女共同参画審議会へ
の報告及び県民への公表を行った。

令和６年版は、男女共同参画推
進プラン(第５次)の開始年度で
あるため、構成を変更し、県の一
次評価を行うこととした。

引き続き、県の一次評価を行っ
ていく。

218 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

市町村の男女共
同参画施策「見え
る化」

市町村の男女共同参画計
画策定状況等について、「見
える化」により取組を促進す
る。

県・市町村男女共同参画行政連絡会
等において、かながわ男女共同参画
推進プラン（第５次）及び市町村男女
共同参画施策状況調査の結果に基
づき、取組促進を働きかけた。

女性活躍推進法に基づく推進計
画の策定状況は、市が100％
(19/19)、町村が92.9％
(13/14)の策定状況であった。

町村の策定率を100％になる
よう働きかける。

219 再掲 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

企業の男女共同
参画の取組の促
進（条例届出） （再掲　№53）

（再掲　№７）

施策の基本方向２　ジェンダー主流化とジェンダー統計の促進

施策の基本方向３　進行管理
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